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１ ｢水産業の振興に関する基本的な計画｣の概要  

 

[水産業の振興に関する基本的な計画] 

「水産業の振興に関する基本的な計画」は平成１５年４月１日に施行された「みやぎ海

とさかなの県民条例」に掲げる基本理念の実現に向け，本県水産業の振興に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図る目的で策定する計画です。これまでに第Ⅰ期計画（平成１６

年度～平成２５年度），第Ⅱ期計画（平成２６年度～令和２年度）のもと，条例に掲げる

基本理念の実現に向けて各種施策を展開してきました。 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により本県水産業は壊滅的な被害を受

けたことから，以降は水産業の復旧・復興に全力を注ぎ，令和２年度は第Ⅱ期計画の最終

年度として復旧・復興の完結を目指し取り組んできました。 

また，次の１０年間の本県水産業の振興・発展を図るため，第Ⅲ期計画（令和３年度～

令和１２年度）の策定に取り組みました。 

 

※なお，新たに策定した第Ⅲ期計画についてはＰ２８－２９に記載しています。 

（水産業の振興に関する基本的な計画（第Ⅱ期）の概要）  

 計  画  期  間  ：７年間  

「再生期」(H26～29)：水産業集積拠点や漁港整備の本格化，経営の安定化・効率化 

          震災や原発事故などで失った水産物や水産加工品の販路回復・拡大 
「発展期」(H30～R2)：再生期の成果をより発展させ，水産都市・漁港地域全体の活性化 

競争力と魅力ある水産業の実現 

 

 計画策定に当たっての視点   

「復旧・復興に向けた取組の継続と強化」と「新たな水産業の創造」 

 

「新たな水産業の創造」に向けた重点施策   

（１）水産業の早期再開に向けた支援 

  ・がれきの撤去や漁船・漁具，養殖施設などの復旧を継続 

  ・漁港や魚市場の整備，水産加工業者などの復旧を支援 

（２）水産業集積地域，漁業拠点の再編整備 

  ・５漁港を最重点漁港に位置付け，水産業の集積拠点として再構築 

  ・地域の合意を踏まえた防潮堤整備，漁港漁村の多面的機能を発揮 

（３）競争力と魅力ある水産業の形成 

 ①強い経営体の育成と後継者対策の強化 

  ・漁業経営の安定化や収益性の高い生産体制を再構築 

  ・新規就業者の確保，後継者育成などの取組を強化 

 ②水産都市の活力強化 

  ・水産加工業・流通業における経営体質の強化，関連産業を含めた集積・高度化  

  ・ブランド化や産学官連携強化による付加価値創出などを促進 

（４）安全・安心な生産・供給体制の整備 

  ・水産物の放射性物質検査体制を整備，風評被害の防止 

  ・信頼性の回復，失った販路の確保・拡大などの取組を積極的に展開 
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２ 令和２年度までに講じた施策  

 

[重点施策Ⅰ] 水産業の早期再開に向けた支援  

（１）漁港・漁村 【Ｐ１９－２１】 

  ①漁港復旧の取組 

   震災により県内１４２漁港（県管理漁港２７港，市町管理漁港１１５港）の全てが

被災しました。壊滅的な被害を受けた各漁港の早期復旧は，本県水産業の復興にとっ

て不可欠です。本格復旧工事は，漁業者など水産関係者と協議を行い平成２３年１２

月から着手し，令和３年３月末現在，完成率は災害査定件数ベースで約９４％（うち

県管理漁港９１％，市町管理漁港９６％）となっています。  

 

（２）漁場・資源 【Ｐ７－９】 

  ①漁業活動の支障となっているガレキの撤去  

   東日本大震災に伴う大津波により，膨大な量のガレキが漁場に流出したことから，

養殖漁場の周辺など，漁場へ流入したガレキを，起重機船を用いて撤去しました。ま

た，底びき網漁業の操業時に回収されるガレキの処理を支援しました。 

●みやぎの漁場再生事業  

起重機船などにより養殖漁場を中心にガレキ撤去を行い，平成２３年度から令和

２年度までに１７９，５５１ｍ３（令和２年度実績１８３ｍ３）のガレキを回収しま

した。  

   ●漁場生産力回復支援事業  

    漁業者が行うガレキ回収への支援を行い，平成２３年度から令和２年度までに  

１０７，０４７ｍ３（令和２年度実績６１７ｍ３）のガレキを回収しました。  

 

  ②栽培漁業の種苗放流支援  

   平成２７年１０月に再建した本県種苗生産施設において，国の「被災海域における

種苗放流支援事業」を活用しながら，アワビ，ヒラメ，アカガイなどの種苗を生産し，

県内各地に放流しました。  

   また，一部のさけふ化場が震災によって生産不能になったことにより，サケ来遊資

源の減少が懸念されていることから，継続的なふ化放流の実施と来遊資源の回復を目

的として，放流用種苗の購入や採卵用親魚の不足に対応するための親魚購入を支援し

ました。  
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（令和２年度種苗放流支援の内容）  

魚種  事業主体  搬入元  配布数・サイズ 配布時期  

アワビ  宮城県  宮城県水産技術総合センター種苗

生産施設※  

９６８千個  

（２７．０ｍｍ）  

５～１１月  

アカガイ  宮城県  宮城県水産技術総合センター

種苗生産施設  

１６３千個  

（２ｍｍ）  

９月  

ホシガレイ  宮城県  宮城県水産技術総合センター， 

（国研）水産研究・教育機構東

北区水産研究所宮古庁舎  

１０３千尾  

（６０－１２０ｍｍ）  

６～７月  

ヒラメ  （公財）宮城県

水産振興協会  

岩手県栽培漁業協会  ２１０．５千尾  

（６９－８０．５ｍｍ）  

８～９月  

サケ  宮城県さけま

す増殖協会  

（稚魚）県内さけふ化場  

（親魚）南三陸町，亘理町  

１９，３３５千尾  

１，４３６千尾  

１～３月  

１１～１２月  

※アワビの種苗生産施設は（公財）宮城県水産振興協会に業務委託  

 

  ③東日本大震災により被災した漁場の復旧整備  

   東日本大震災の津波や地盤沈下などによって多くの干潟や澪
みお

が消失したため，漁場

環境の悪化や漁場生産能力が低下し，アサリ漁業などへの影響が懸念されているた

め，県では，平成２５年度から国の「水産環境整備事業」を活用し，志津川湾・万石

浦・松島湾・鳥の海において，被災した漁場の復旧整備を行ってきました。  

   最も早く復旧した万石浦の干潟では，平成２９年からアサリの漁獲が再開されて

います。令和２年度も資源量を確認した上で漁業が行われており，出荷量８．１トン，

水揚額４，５６７千円となりました。  

 

（３）養殖業 【Ｐ１２－１３】  

  ①「宮城県養殖振興プラン（再生期～発展期）」の進捗  

   平成２７年８月に策定した「宮城県養殖振興プラン（再生期～発展期）」に基づき，

漁村地域の活性化と高品質で安定した養殖生産体制の構築，収益性の高い養殖経

営の実現に向けて，カキ，ホタテガイ，ギンザケ，ホヤ，ノリ，ワカメなどの主

要養殖種の課題を解決するための様々な試験研究の取組を行いました。  

 

  ②漁業者への情報提供や養殖指導の実施  

   漁業者自らの復旧，復興に向けた取組を支援するため，水産業普及指導員と試験研

究機関が連携して，養殖種苗安定確保のための環境調査，幼生分布調査，生育状況調

査などを実施し，漁業者への情報提供を行いました。また，ワカメ養殖やホヤ養殖に

必要な種苗の人工採苗などの技術指導も実施しました。  

   ●情報提供  

    養殖通報：種ガキ２２報（号外含む），ノリ４０報，ホタテガイ１１報，ワカメ

１２報，ホヤ４報  
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   ●養殖指導など  

    「ワカメ養殖指導」，「ノリ養殖指導」，「マボヤ人工採苗指導」「ホタテガイ

・種ガキ浮遊幼生及び付着調査」などを実施しました。  

 

  ③水産業共同利用施設の復旧支援  

   ●水産業共同利用施設復旧整備事業  

    被災した水産業共同利用施設の復旧整備に係る支援を行いました。平成２３年度

から令和元年度までに共同カキ処理場，共同漁具倉庫，荷揚クレーン，漁船上架施

設等２６２件の整備により全ての共同利用施設の復旧が完了し，作業環境の改善が

図られました。  

 

（４）漁船漁業 

  ①漁船，漁具の復旧支援 

   漁業者が円滑に漁業を再開できるよう，共同利用小型漁船建造事業及び共同利用漁

船等復旧支援対策事業などにより，共同利用する漁船の建造，中古船取得・修繕，定

置網など漁具購入を支援しました。  

   その結果，平成２９年度末までに復旧を希望する全ての漁船約８，８００隻の復旧

が完了しました。  

 

（５）流通・加工 【Ｐ１４－１８】 

  ①水産物流通加工施設の復旧支援 

   水産加工業の早期復旧を図るため，水産業共同利用施設復旧整備・支援事業を活用

し，市町，漁業協同組合，水産加工業協同組合などが所有していた施設や設備の整備

に対し支援しました。また，中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業により，被

災した水産関係中小企業グループの施設や設備の復旧を支援しました。  

   ●水産業共同利用施設復旧整備事業  

    被災した漁協，水産加工業協同組合などの共同加工施設，排水処理施設などの共

同利用施設の整備に係る費用を支援しました。令和２年度は１施設（作業保管施設）

を整備しました。平成２４年度から令和２年度末までに合計４４事業者施設を整備

し，全ての復旧が完了しました。  

   ●中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業  

    被災した中小企業の復旧支援と地域経済の回復を目的として，「地域経済の中核」

を形成し復興のリード役となる中小企業のグループを認定し，復旧整備に係る費用

を支援しました。平成２３年度から令和２度までに８８グループを認定，９７９者

に対して補助金を交付決定し，令和２年度末までに９０２者が事業を完了しまし

た。（令和２年度は，２０グループを認定し，４５者に交付決定。繰越事業も含め

１１３者が事業完了。）  
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  ②水産業の人材確保に対する支援  

   水産業の復興のためには，復旧した生産能力を最大限活用するための人手（人

材）の確保が不可欠です。このため，従業員や担い手確保のための宿舎整備を支

援するとともに，高校生や保護者等を対象とした水産加工場の職場見学会を実施

し，認知度の向上を図りました。さらに，福祉分野との連携等による幅広い人材

確保に向けた取組を推進しました。  

   令和２年度は，１９事業者に対し，外国人技能実習生を含む従業員宿舎の修繕

・整備に係る支援を行いました。また，石巻，気仙沼，塩釜，仙台仙南の４地区

で高校生と保護者，教員を対象とした水産加工場の職場見学会を各１回開催し（参

加者計８４名），就職先としての認知度向上を図りました。  

   福祉分野との連携としては，障害者雇用等に取り組む水産加工業者に対し，専

門家派遣によるマッチングに向けた支援を実施しました。  

 

（６）原子力発電所事故による影響への対応 【Ｐ８０】  

  ①管理体制の維持  

   基準値を超える水産物を市場に流通させないための対策・検討や情報共有

などを行うため，漁業団体，流通加工団体など宮城県の水産関係団体で組織

する「宮城県水産物放射能対策連絡会議」を設置しており，令和２年度も本体

制を維持し，本県水産物の安全性確保を図りました。  
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令和２年度の主な事業 

課   名 
事業費（千円） 

［決算額] 
事   業   名   等 

水産業振興課 ６０２，８５２ 水産都市活力強化対策支援事業 

水産物加工流通施設整備支援事業 

水産系試験研究機関管理費 

県単独試験研究費 

受託試験研究費 

水産業改良普及事業 

水産業人材確保支援事業 

みやぎの水福連携推進事業 

漁業近代化資金 

漁業経営震災復旧特別対策資金 

水産業基盤整備課 

漁 港 復 興 推 進 室 

１９，９２７，２２９ 水産基盤整備災害復旧費 

漁港施設機能強化事業費 

海岸保全施設整備事業費 

みやぎの漁場再生事業 

漁場生産力回復支援事業 

水産環境整備事業費 

栽培漁業種苗放流支援事業 

資源管理・漁場改善推進事業 

養殖振興プラン推進事業 

養殖衛生管理体制整備事業 

企業復興支援室  １０，８７０，８０７ 中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

※過年度繰越がある場合は過年度繰越を含む金額を記載しています。 
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

① 漁業活動の支障となっているガレキの撤去について 
              （関連事業：みやぎの漁場再生事業,漁場生産力回復支援事業） 

 

１ 事業の概要 
東日本大震災に伴う津波により膨大な量のガレキが漁場に流出し，本県水産業の復興に

大きな支障となりました。県では，震災直後から起重機船などの大型重機によるガレキ撤

去を進めるとともに，漁業者自らが行う漁場の清掃活動に助成を行うなど，漁場の早期復

旧に向けた取組を行ってきました。 

 

２ 主な取組内容 
 （１）大型重機によるガレキ撤去（みやぎの漁場再生事業） 

    起重機船やバックホウ台船などの大型重機による養殖漁場など沿岸域に堆積し

たガレキの撤去及び処分 

 

 （２）漁業者自らが行う漁場ガレキ回収作業への支援（漁場生産力回復支援事業） 

    沖合底びき網漁業の操業中に回収されるガレキの処分 

３ 取組の成果 
令和２年度は，大型重機などによるガレキ撤去量が１８３ｍ３，漁業者自らが行う漁場

ガレキ回収作業では６１７ｍ３と合計で８００ｍ３の漁場のガレキが撤去されました。 

県内の漁場では操業が再開されていますが，沖合の漁場では依然として漁獲物と共にガ

レキが回収されており，操業の支障となっていることから，次年度においても引き続きこ

れらガレキの撤去作業を行うこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業基盤整備課） 

 

 

起重機船による漁場ガレキの撤去 

 

沖合底びき網漁船が回収したガレキ 

 

 

 

 

 

 

 

漁場ガレキの撤去量 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

１重機など
によるガレ
キ撤去

養殖漁場
などの沿岸域

149,293 16,235 4,267 2,679 1,573 1,567 829 2,726 199 183 179,551

２漁業者が
行う漁場清
掃活動

沿岸及び
沖合の漁場

84,228 9,298 7,322 2,171 860 563 932 542 514 617 107,047

233,521 25,533 11,589 4,850 2,433 2,130 1,761 3,268 713 800 286,598

主な
回収場所

取組内容

合　計

合　計
漁場ガレキ撤去量（単位：㎥）
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

②栽培漁業の種苗放流支援について 

（関連事業：栽培漁業種苗放流支援事業，栽培漁業事業化推進事業） 

 

１ 栽培漁業種苗放流支援事業の概要 
東日本大震災により県の種苗生産施設が壊滅的な被害を受け，種苗の生産や放流が不可

能な状況になったことから，資源の減少による漁獲量の落ち込みが懸念されています。こ

のため，県では種苗生産体制が整うまでの間，国の「被災海域における種苗放流支援事業」

を活用し，放流用のアワビ種苗を一定量確保するための支援を行いました。 

また，県内のサケ稚魚放流数は，震災による影響や海洋環境の変化等により，震災以前

の水準を大きく下回っており，サケ来遊資源の減少が懸念されています。このことから，

来遊資源の維持とふ化放流事業の継続した実施を目的として，被災したふ化場への放流用

種苗購入の支援に加え, 採卵用親魚の不足に対応するため親魚購入に対し支援を行いまし

た。 

 

２ 令和２年度栽培関連事業の種苗生産及び放流実績 
 

魚 種 事業主体 実 施 内 容 

アワビ種苗の 
生産及び放流 

宮城県※１ 

令和２年度放流個数 
：平均殻長27.0㎜   968千個 

     （うち578千個を無償で配布） 
令和３年度放流用個数 

：平均殻長18.0㎜ 1,211千個 

アカガイ種苗の 
生産及び配布 

宮城県 
配布個数：殻長2㎜ 163千個 
（配布後，漁業者が中間育成し放流） 

ホシガレイ種苗の 
生産及び放流 

宮城県 放流尾数：全長60～120㎜ 103千尾※２ 

ヒラメ種苗の 
中間育成及び放流 

(公財)宮城県 
水産振興協会 

放流尾数：全長69～80.5㎜ 210.5千尾※3 

サケ放流用種苗の 
確保に係る支援 

宮城県さけます 
増殖協会 

稚魚放流尾数：19,335千尾 
海産親魚購入尾数：1,436尾 

 
※１ アワビ種苗の生産業務は（公財）宮城県水産振興協会に委託 
※２ ホシガレイ放流尾数内訳：県生産分10千尾＋(国研)水産研究・教育機構東北区水

産研究所宮古庁舎提供分93千尾 
※３ ヒラメ種苗購入先：岩手県栽培漁業協会 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

（水産業基盤整備課） 

放流するホシガレイ種苗  アワビ種苗の放流状況 
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

③東日本大震災により被災した漁場の復旧整備について 
（関連事業：水産環境整備事業） 

 

１ 事業概要 
志津川湾・万石浦・松島湾などの内湾域では，海域環境の改善や魚介類の産卵・育成場

の確保，アサリ漁場への利用を目的として，干潟の造成や海水交換を促進するための作澪

（さくれい）などの漁場整備が行われてきました。 

しかし，東日本大震災における津波や地盤沈下などによって多くの干潟や澪が消失した

ため，漁場環境の悪化や漁場生産力の低下，アサリ漁業をはじめとした漁業生産への影響

が懸念されています。 

宮城県では，平成２５年度から国の「水産環境整備事業」を活用して被災した干潟の復

旧整備を行っており，完成した干潟の一部ではアサリの漁獲が再開されています。 

 

２ 取組内容 
整備計画及び令和２年度実績 

海域名 
工区数 

（面積） 
施工状況 事業年度 

志津川

湾 

１ 

(1.5ha) 
干潟造成 完了  H25～27 

万石浦 
３ 

(7.7ha) 
干潟造成 完了（石巻湾工区，他 2 工区） H25～28 

松島湾 
９ 

(7.4ha) 
干潟造成 完了 (野々島工区，他 8 工区） H25～R2 

鳥の海 
１ 

（作澪：1.3km） 
作澪   完了 H26～27 

 

３ 取組の成果  

県内の干潟では，主にアサリは満３才で殻長約３ｃｍに成長し漁獲されます。 

万石浦の干潟では，宮城県漁協が生息密度を把握するための試験採取や漁場耕耘等の

管理を毎年実施しており，順調にアサリが増殖していることが確認されています。 

令和２年度も試験採取を行い，資源量を確認した上で漁業が行われており，同干潟で

のアサリ出荷量は８．１トン，水揚げ金額は４，５６７千円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁獲の様子            干潟に生息しているアサリ 

 

（水産業基盤整備課） 
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

  

④海水温上昇を見据えたワカメ品種の開発について 

 

１ ワカメ養殖漁場の環境変化について 
本県のワカメ養殖は全国的にも屈指の生産実績があります。震災後，養殖ワカメに対

する生産者の依存度は，県北･中･南部とも高くなっており，収量が多い優良品種やメカ

ブ収量の多い品種の開発が生産現場から強く求められています。 

 ワカメ養殖は，春季にメカブ（胞子葉）から放出した遊走子を細いロープ等の基質に

付着させる「種付け」から始まります。日長が短くなり水温が約２１℃以下になると，

雌雄の配偶体が成熟して卵が受精・発芽し，やがて幼芽となりますが，２２℃以上の高

水温だと発芽しにくく，発芽しても弱って「芽落ち」し，養殖に使えなくなります。ま

た，高水温のほか海水中の栄養分（三態窒素など）が少ない場合も「芽落ち」しやすい

と言われています。過去４０年間の芽出し時期の９月の水温（移動平均）を見ると 

１９９６年以降，年々上昇傾向にあり，最近２５か年のうち１６年間は，幼芽の生育に

安全な水温になっていません（図１）。また，９月に高水温となるときは，海水中の栄

養が低水準になる傾向が見られています。今後，地球温暖化に伴う海水温上昇傾向は続

くと言われており，養殖開始時期が遅れることによって，早春の収穫時期に収量減少が

想定されます。このことから，２２℃以上の高水温，低栄養条件下でも「芽落ち」しに

くい品種の作出が不可欠となっています。 

 

２ ワカメの品種改良について 
このような背景から，高水温や低栄養条件下でも生育する系統を探索するため，葉長

１～３ｍｍのワカメ幼芽を使って室内実験したところ，気仙沼湾天然ワカメの中から

厳しい環境でも生育できる系統が見つかりました（図２）。これらの系統は２６℃高水

温，１０μｍｇ／Ｌ以下の低栄養条件でも２０日間にわたって正常に生存しました。現

在，各系統の選抜育種や異系統の交配などによって高水温や低栄養の条件下でも生育

し，かつ，品質が良く収量も多い新しい品種の開発を精力的に行っており，近い将来，

漁業者への普及を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

図１ ワカメ養殖開始時期（９月）における気仙沼湾二つ根の表層水温（３か年移動平均） 

 

  

 

 

 

 

 

図２ ワカメ幼芽を異なる栄養塩濃度で２６℃にしたときの生育状況 

左図；通常の養殖ワカメ 

右図；気仙沼湾に天然で繁茂していたワカメのうち比較的高温，低栄養条件下でも生

存した系統 

 

（水産技術総合センター気仙沼水産試験場）  
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

  

⑤被災漁業者に対する金融支援について 

（関連事業：漁業近代化資金利子補給事業  外）  

 

東日本大震災被災漁業者の復旧途上にある漁業経営の安定化を資金面で支援するため， 

漁業者向けの設備資金である漁業近代化資金などについて，貸付利率を無利子とするなど

の特例が設けられています。 

 

１ 主な水産業制度資金の概要 

資金名 漁業近代化資金 漁業経営維持安定資金 

資金使途 設備資金 固定化債務の整理等に必要な資金 

融資機関 漁協，農林中央金庫 漁協，農林中央金庫，銀行等 

貸付限度額 個人・法人 1,800万円～3.6億円 個人・法人 4,000万円～4億円 

※震災特例による貸付限度額の

引上げあり 

償還期限 20（据置3）年 10（据置3）年（特認15年） 

貸付利率 0.30%～0.35％（令和3年7月19日

現在） 

0.30%～0.80％（令和3年7月19日

現在） 

特例等 大震災被災漁業者には，次の特

例が適用 

･償還（据置）期限の 3年間延長 

･最長 18年間の実質無利子化  

･無担保・無保証人，実質保証料0%  

大震災被災漁業者には，次の特

例が適用 

･償還（据置）期限の 3年間延長 

･最長 18年間の実質無利子化  

･無担保・無保証人，実質保証料0%  

 

２ 上記２つの資金の融資状況 
（１）融資動向 

設備資金である漁業近代化資金の利用は，被災漁船，漁具等の補修等のため平成２４年

度にピークを迎え，平成２５年度以降は，件数・金額とも減少傾向で推移しているものの，

令和２年度の融資実績は大震災前の平成２２年度に比べ，金額ベースで約３倍となってお

り，依然，高い水準となっています。 

漁業経営維持安定資金については，平成２３年度にピークを迎え，平成２７年度から平

成２９年度までは融資実績がありませんでしたが，平成３０年度には，半成貝の死滅及び

まひ性貝毒により水揚げ高が半減となり，厳しい経営状況となったホタテガイ養殖業者等

に対する融資実績がありました。令和元年度から令和２年度にかけては，融資実績はあり

ませんでした。 

 

（２）融資状況 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

 

  

⑥「宮城県養殖振興プラン（再生期～発展期）」の進捗状況について 
（関連事業：養殖振興プラン推進事業） 

１ 概要 
震災後，生産者をはじめとする水産関係者の懸命な努力により，多くの養殖業で復旧が

進み，生産体制が整ってきました。一方で，養殖水産物の品質向上や後継者不足など，震災

前からの課題が残されており，震災による販路の喪失や原発事故による風評被害など，震

災後に発生した新たな課題への対策も求められています。そこで，県ではこれらの課題を

解決し，漁村地域の活性化と高品質で安定した養殖生産体制・販売戦略の構築，収益性の

高い養殖経営を実現するため，平成２７年８月に「養殖振興プラン」を策定しました。同プ

ランに掲載した具体的な課題を解決するため，平成２８年度から養殖種ごとに様々な試験

研究を行っています。  

 

２ 具体的な取組内容 
ノリ，カキ，ワカメ，ホヤ，ホタテガイ，ギンザケを主要な養殖魚種と位置付け，下表の

ような様々な試験研究に取り組んでいます。  

令和２年度の成果としては，県産ギンザケと海外産ギンザケ等の成分を比較したところ，

脂肪酸組成に違いがあり，餌料成分が関与している可能性があることが示唆されました。

他の養殖種においても「養殖振興プラン」に掲載した様々な課題の解決を目指します。  

 

 

 

（水産業基盤整備課）  

養殖種名 事業名 事業内容

ホタテガイ ホタテガイ地先種苗安定確保促進事業
県内で種苗を確保した「地先種苗」によるホタテガイ
の安定生産体制の構築。

マガキの浄化中の汚染物質の再取り込みの状況を
試験的に再現することで，食中毒リスク低減のため
の浄化方法を検討。

サイズの良い殻付きカキを生産し、品質を向上する
ため，原盤の付着密度等について検討。

ノリ ノリ養殖最適生産モデル構築事業
ノリの品質指標になると考えられる水溶性色素の
含量について，簡易測定方法を検討し，また水溶性
色素と等級の関係性について分析比較を実施。

ギンザケ
ギンザケの高付加価値のための技術開
発事業

県産養殖ギンザケの差別化のため，県産養殖ギン
ザケと海外産ギンザケや他産地・他品種のサケ・マ
ス類の成分比較を実施。また稚魚の生残率向上の
ための海水馴致試験を実施。

ホヤ ホヤ病障害対策生産技術開発事業
ホヤに付着し，品質を低下させる原因となっている
コブコケムシについて，付着状況を調査し，養殖へ
の被害軽減策を検討。

カキ 高品質カキ等提供事業

養殖振興プラン推進事業における主要養殖種の取組
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

⑦共同利用施設の復旧・整備について（養殖等関連施設） 

（関連事業：水産業共同利用施設復旧整備事業）  

 

１ 水産業共同利用施設の整備状況 
平成２３年度から国の補助事業「水産業共同利用施設復旧整備事業」を活用し，共同利用

施設の復旧整備に取り組みました。事業開始当初は，共同処理場や養殖施設等の養殖業の再

開に必要不可欠な施設の整備が中心でしたが，その後，漁船上架施設，共同漁具倉庫など養

殖業の作業環境の改善のための施設整備が中心となりました。  

 

２ 事業実績 
平成２３年度から令和元年度までに，共同カキ処理場，共同漁具倉庫，荷揚クレーン，

漁船上架施設等２６２件整備され，復旧が全て完了し，養殖業の作業環境の改善が図られ

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同カキ処理湯               荷揚クレーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同漁具倉庫              漁船上架施設 

 

（水産業基盤整備課） 
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

⑧共同利用施設の復旧・整備について（流通加工業関係）  

 

水産物流通加工施設はその大部分が沿岸域に立地していたことから，沿岸漁業と同様に

被害は大きく，震災時は数多くの冷凍冷蔵施設や加工施設が流失しましたが，補助事業の

活用などにより着実に復旧が進んでいます。  

 

１ 水産業共同利用施設復旧支援事業  

水産加工業協同組合などが所有する冷凍冷蔵施設などの共同利用施設の応急復旧や早期

事業再開に必要不可欠な加工機器類の整備を行う事業です。  

修繕が必要だった施設はほぼ復旧が完了しており，本事業は平成２８年度で終了しまし

た。  

 

２ 水産業共同利用施設復旧整備事業  

水産加工業協同組合などが所有する冷凍冷蔵施設や，製氷施設などの共同利用施設の整

備(新築)を行う事業です。  

 震災から１０年が経過し，水産物の水揚げの回復に合わせて，概ね冷蔵庫や水産加工場

が整備され，本事業は令和２年度で終了しました。  

 

 水産業共同利用施設復旧支援事業  

 

 

 

 

 

水産業共同利用施設復旧整備事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備された加工施設（製氷・貯氷施設）    同左（砕氷塔） 

 

（水産業振興課） 

 

  

単位：千円

事業実施者
数

完了事業者
数

H23採択分

実績額

H24採択分

実績額

H25採択分

実績額

H26採択分

実績額

H27採択分

実績額

82 82 14,951,632 4,607,190 401,498 434,537 102,153

単価：千円

事業実施

者数

完了事業

者数

Ｈ２３採択分

実績額

Ｈ２４採択分

実績額

Ｈ２５採択分

実績額

Ｈ２６採択分

実績額

Ｈ２７採択分

実績額

Ｈ２８採択分

実績額

Ｈ２９採択分

実績額

Ｈ３０採択分

実績額

44 44 9,642,865 2,548,029 4,189,102 6,118,558 1,629,773 2,597,857 108,129 1,336,630

-14-



重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

 

  

⑨「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」を活用した水産加

工業の復旧について  
 

水産物流通加工施設はその大部分が沿岸域に立地していたことから，沿岸漁業と同様に

被害は大きく，震災時は数多くの冷凍冷蔵施設や加工施設が流失しましたが，下記事業の

活用などにより着実に復旧が進んでいます。  

 

１ 中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業について  

被災した中小企業等グループが一体となって進める復興事業計画を県が認定した場合

に，復興事業計画に不可欠である被災した施設・設備の復旧整備費用の一部を補助するも

のです。  

これまで水産加工類型グループとして，８８グループが認定され，９７９事業者に約

９４９億円が交付決定されました。  

 

２ 令和２年度までの実績 
水産加工類型グループの圏域別認定状況と補助事業の進捗状況は下記のとおりです。  

 

圏域別認定グループ数・交付決定事業者数・完了事業者数など（令和２年度末時点）  

 

圏域  認定グループ数  交付決定事業者数  

完了事業者数  

（廃止・取消含

む）  

気仙沼・本吉  １２グループ  ２０８者  １９８者  

石巻  ５１グループ  ６０８者  ５５１者  

仙台  ２５グループ  １６３者  １５３者  

計  ８８グループ  ９７９者  ９０２者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課）  

復旧した水産加工施設  復旧した水産加工設備  

（冷凍魚製造ライン）  
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

⑩水産加工業の復興支援に向けて 

 

１ 復興する水産加工企業等への支援 
東日本大震災からの復興に向けた県内水産加工企業の懸命な取組と補助金等を活用した施

設・設備の復旧により，宮城県の水産加工品出荷額は回復しつつあります。しかし，原材料の

不足や価格の高騰，震災により失われた販路の回復や人手不足など，依然として多くの課題を

抱えています。 

水産技術総合センターでは，石巻市魚

町に再建した「水産加工公開実験棟（以下

「公開実験棟」という。）」に整備された

各種加工機器類を活用し，新商品開発や

既存商品改良等の技術支援，加工技術に

関する相談への対応等により，県内の水

産加工企業の取組みを支援しています。 

  

２ 加工相談，試作試験への対応 
公開実験棟には，原魚の加工処理から調味・包装に至るまで，多種多様な加工機器４６種が

整備され，水産技術総合センターが実施する試験研究の目的のみならず，県内の水産加工企業

等の試作品の開発にも頻繁に利用されています。 

令和２年度の機器利用実績は１３８件で，延べ２０２台（２３種）の加工機器が利用されま

した。レトルト殺菌装置の利用が最も多く８６回の実績があったほか，スチームコンベクショ

ンオーブンが２１回，冷温風乾燥機が１６回利用されました。スモークマシーンが５回，電子

スモークマシーンが２回など，燻製に関する装置も多く利用されています。このような装置を

利用して加工した後，多用型真空包装機や密着真空包装機，自動成型真空包装機などを利用し

て商品に近い形態に包装する利用事例もあります。公開実験棟を利用して試作されたものの中

には，商品となり販売されるケースもあり，水産技術総合センターの技術支援事例としてホー

ムページでも紹介しています。 

(https://www.pref.miyagi.jp/site/gaiyou/kakou-gijyutsusien.html) 

令和２年度における加工相談の件数は１６６件で，新商品開発に関する加工機器及び加工技

術についての問い合わせが最も多く，ほかに，食品衛生に関することや食品成分に関すること

等の問い合わせも寄せられました。 

 

３ インスタグラムを活用した情報発信 
水産技術総合センター水産加工開発チームでは，事業

成 果 の 普 及 と 公 開 実 験 棟 の 利 用 促 進 を 目 的 に ， 公 式

Instagram（インスタグラム）を始めました。  

試作した加工品のレシピや，公開実験棟の加工機器を

活用した加工品の事例などを紹介していきます。  

 

 

 

 

 

 

(水産技術総合センター ) 

  

水産加工公開実験棟 

公式インスタグラム  

QR コード  
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

⑪水産業人材確保支援事業について 

 

漁業や水産加工業の復興のためには，復旧した生産能力を最大限活用するための人

手（人材）の確保が不可欠です。このため，中小水産業者が実施する従業員や担い手

確保のための宿舎整備を支援するとともに，高校生や保護者等を対象とした水産加工

場の職場見学会を実施し，認知度の向上を図りました。 

 

１ 従業員宿舎整備事業 
外国人技能実習生を含む，漁業の担い手確保や水産加工業の従業員確保のための宿舎の修

繕・整備に係る費用について支援する事業です。  

 

２ 水産加工業認知度向上支援事業 
就職を希望する高校生と保護者，教員を対象とした職場見学会を実施し，就職先と

しての水産加工業の認知度向上を図る事業です。  

 

令和２年度の実績 

従業員宿舎整備事業（補助率１／２以内） 

支援事業者数及び補助金額：１９事業者  237,799,999円 

所在 

市町村 
補助事業者数  交  付  決  定  額  

気仙沼市  4者   61,445,855円  

石  巻  市  13者  167,786,516円  

塩  竈  市  2者    8,567,628円  

計  19者  237,799,999円  

 

水産加工業認知度向上支援事業（委託事業） 

事  業  内  容  委  託  費  備  考  

石巻地区，気仙沼地区，塩釜  

地区，仙台仙南地区で各１回，  

職場見学会を開催  

1,757,800円  参加人数 84名  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

整備された従業員宿舎         職場見学会 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅰ－令和２年度の主な取組－  

⑫みやぎの水福連携推進事業について  

 

１ 概要  

 県内水産加工業の深刻な従業員不足の解消，福祉分野の障害者の就労機会拡大及び経済

的自立の促進など，両分野の課題解決を図るため，連携を推進するとともに，障害者雇用

や作業委託等のマッチングを支援します。  

 

２ 実施内容  

（１）水福連携推進専門家派遣  

   障害者雇用等に取り組む水産加工業者に対し，専門家派遣を実施し，マッチングに

向けた支援を行いました。  

内容としては現状・課題等のヒアリング，障害者就労についての基本的知識や事例

の紹介，現場調査による障害者の就労可能な作業の洗い出し，マッチングに向けたア

ドバイス等を実施しました。  

 

（２）令和２年度の実績  

   水福連携推進専門家派遣：１件  

 

（水産業振興課） 
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[重点施策Ⅱ] 水産業集積地域，漁業拠点の再編整備 

（１）漁港・漁村 【Ｐ２０－２１】 

  ①漁港施設用地の嵩上げ工事 

   荷さばき所や漁港背後の水産加工団地など，県が管理する漁港施設用地の嵩上げ及

び排水対策については，災害復旧事業と併せて平成２３年１１月から各種工事を実施

しています。県管理の漁港施設用地については，令和２年度までに嵩上げが必要な２５

漁港全ての工事が完了しました。また，市町管理の漁港施設用地については，９７漁

港全てにおいて工事に着手し，９６漁港が完了しました（完了率９９％）。  

 

  ②高度衛生管理型荷さばき所の整備 

   全国的な水産物の生産・流通の拠点として，国民に安全・安心な水産物を提供する

ため，国が定めた高度衛生管理基本計画に基づき，高度な衛生管理に対応した荷さば

き所などを一体的に整備しました。  

   平成３０年度までに，本県５つの主要魚市場全ての復旧が完了し，ＨＡＣＣＰに対

応可能な高度衛生管理型魚市場へと生まれ変わりました。  

 

令和２年度の主な事業  

課   名 
事業費（千円） 

［決算額] 
事   業   名   等  

水産業基盤整備課 

漁 港 復 興 推 進 室 
１９，６７０，１１２  

水産基盤整備災害復旧費（再掲） 

漁港施設機能強化事業費（再掲） 

海岸保全施設整備事業費（再掲） 

※過年度繰越がある場合は過年度繰越を含む金額を記載しています。 
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重点施策Ⅱ－令和２年度の主な取組－ 

①  漁港復旧の取組について 

 

１ 漁港施設の災害復旧 
 東日本大震災により県内にある１４２漁港全てが被災したことから，被災した漁港施設
について，公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法に基づき復旧のための費用を国に申請
し，査定を受け，災害復旧費が決定しました。その後，再調査が行われ，下表のように見
直しています。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 漁港施設の復旧状況 

 漁港施設の復旧については，震災直後から応急工事に着手し，平成２３年１２月から本復
旧工事を進めています。 
県管理漁港２７港，市町管理漁港ともに，河川災害で復旧する２港（東松島市：野蒜

漁港，松島町：高城漁港）と漁港施設の災害復旧を行わない１港（仙台市：深沼漁港）
を除いた１１２港全てで着手し，令和３年３月末現在，完成率は，災害査定件数ベース
で，県が９１％，市町が９６％，県全体では９４％となっています。 

 

 

 

 

 

 
 また，漁業活動に必要な物揚場などの係留施設の復旧延長は，県と市町の合計で 
４８．２ｋｍありますが，令和３年３月末現在で４７．４ｋｍが完成し（完成率９８％），
漁業活動に支障を来さないまでになっています。 
 これまでに，小鯖，鮪立，松岩，浦の浜，日門，泊（歌津），波伝谷，志津川，寄磯，狐
崎，桃ノ浦，網地，福貴浦，仁斗田，鮎川，磯崎，荒浜，桂島の１８港の災害復旧が完成（又
は概成）しております。 

 令和２年度においては，塩釜漁港中埠頭東桟橋など５５施設が完成しました。  

 ※概成：臨港道路等の一部は未完成であるが，防波堤，岸壁等の主要な施設の復旧は完了している状況 

 

３ 漁港施設の完成状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（漁港復興推進室） 

  

◆災害復旧費（漁港施設と海岸保全施設の合計） （令和3年3月末）

漁港施設 海岸保全施設

県管理 596件 1,809億円 1,171億円 638億円

市町管理 794件 1,553億円 585億円 968億円

計 1,390件 3,362億円 1,756億円 1,606億円

管理者別 査定件数 決定額
左の内訳

石巻漁港 東波除堤  

◆令和２年度の漁港施設災害復旧の進捗 （令和3年3月末）

県管理 535件 531件 488件 91%

市町管理 720件 720件 692件 96%

計 1.255件 1.251件 1.180件 94%

管理者別 査定件数 着手件数 完成件数 完成率

塩釜漁港 中埠頭東桟橋 
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重点施策Ⅱ－令和２年度の主な取組－ 

②海岸・漁港防潮堤の整備について 
 

１ 海岸防潮堤の復旧・復興 
 東日本大震災による津波被害を受け，海岸防潮堤の復旧・復興事業は，数十から百数十年に

一度程度の比較的頻度の高い津波（レベル１）や高潮に対し，人命保護に加え，住民財産の保

護，地域経済活動の安定化，効率的な生産拠点の確保を目的として整備を行うことが決まり，

宮城県では県内海岸を２２のユニットに分割して，津波到達のシミュレ－ションなどを行い，

ユニットごとに計画高さを決定しました。 
 

２ 漁港海岸防潮堤の復旧・復興状況 
漁港海岸の防潮堤は，県管理５８箇所４４．３ｋｍ，市管理８７箇所３５．３ｋｍの，

計１４５箇所７９．６ｋｍの整備を行っています。令和２年３月末までに全ての箇所で合意

が得られており，令和３年３月末までに漁港海岸全ての箇所で工事に着手し，８１箇所で工事

が完成（完成率５６％）しています。 

（令和3年3月末）   
管理  復旧・復興  

箇所/延長  

工事着手  完成  

(箇所ベース) 

完成  

(実延長ベース) 

箇所/延長  率  箇所/延長  率  実延長  率  

県  58 箇所  58 箇所  100% 28 箇所  48% 
32.9km 74% 

44.3km 44.3km 100% 16.2km 36% 

市町  87 箇所  87 箇所  100% 53 箇所  61% 
22.5km 64% 

35.3km 35.3km 100% 19.7km 56% 

合計  145 箇所  145 箇所  100% 81 箇所  56% 
55.4km 70% 

79.6km 79.6km 100% 35.9km 45% 

 

３ 漁港海岸防潮堤の完成状況 

    

      

                              

（漁港復興推進室） 

 

渡波漁港海岸佐須浜地区防潮堤  桂島漁港海岸桂島地区防潮堤  

浦の浜漁港海岸磯草地区防潮堤  志津川漁港海岸袖浜地区防潮堤  
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[重点施策Ⅲ] 競争力と魅力ある水産業の形成 

（１）強い経営体の育成と後継者対策の強化 【Ｐ２８－５０】 

 １）漁場・資源・養殖   

  ①太平洋クロマグロの資源管理 

   太平洋クロマグロ資源の回復を図るため，中西部太平洋まぐろ類委員会（ＷＣＰＦＣ）

の国際合意に基づき，我が国の漁獲枠（第６管理期間：令和２年４月１日から令和３

年３月３１日まで）は小型魚（３０ｋｇ未満）４，４３８トン，大型魚（３０ｋｇ以

上）５，９５９トンと定められました。これを遵守するため，「海洋生物資源の保存及

び管理に関する基本計画第１の別に定める「くろまぐろ」について」に基づき，漁獲管理

が行われています。  

   県では，第６管理期間に配分された漁獲可能量（小型魚：７４．４トン，大型魚：

３０．２トン）について，県は漁業者による日ごとのクロマグロの水揚量を県内魚市場と

協力しながらモニタリングし，漁獲量の把握に努めました。また，漁業者においては定置

漁業者間で締結していた「くろまぐろの保存及び管理に関する協定」に加え，令和２年度

にはかじき流し網漁業及びはえ縄漁業を営むそれぞれの漁業者間で漁獲枠を個別分配す

る協定が締結されるとともに，協定代表者間で話し合いの場が設けられました。このよ

うな取組により，宮城県の漁獲枠を有効活用と遵守を果たすことができました。 

 

  ②栽培漁業の推進とさけます増殖振興 

   漁業資源の維持・増大を図るため，種苗放流の取組を行いました。令和２年度は，

アワビ９６８千個，アカガイ１６３千個，ホシガレイ１０３千尾，ヒラメ２１０．５

千尾，サケ稚魚１９，３３５千尾を放流しました。 

   また，さけます増殖振興については，令和２年度も資源造成のため放流用種苗の購

入を支援したほか，平成２９年１２月に策定した「宮城県さけます増殖振興プラン」

により，サケ資源の回復及び持続的かつ安定的なふ化放流事業の実施体制の構築に向

けた取組を推進しています。本プランでは受益者負担によるふ化放流体制の確立を図

るために，具体的な取組内容と資源造成・種苗生産体制の目標を定めています。 

  ※ 目標種苗放流数（令和８年度）：６０，０００千尾 

 

  ③「伊達いわな」の普及       

   水産技術総合センター内水面水産試験場が全雌三倍体イワナ作出技術の開発に成

功し，全国に先駆けて大型イワナの養殖が可能となりました。この全雌三倍体技術によ

る大型イワナを「伊達いわな」と命名し，平成２５年度には「伊達いわな振興協議会」が

設立され，ブランド化する取組が始まっています。  

   令和２年度は，「伊達いわな」の認知度向上と取扱店舗の定着を目的に，「プレミ

アム試食会」を実施し，実需者・消費者向けにＰＲしました。また，産地バスツ

アーを開催し，食事や観光体験と結びつけた地域特産品としての普及・定着を図

りました。   
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 ２）漁業経営  

  ①資源管理・漁業経営安定対策 

   自然災害や不慮の事故による損失を補てんし漁業経営の安定を図るため，宮城県漁業

共済組合と共同で作成した加入推進パンフレット等を活用して，漁業共済への加入を推

進しました。  

   また，本県の資源管理の基本となる資源管理指針に基づき，漁業共済や積立ぷらすへの

加入に必要な資源管理計画や漁場改善に係る計画（漁場利用計画）の確認を行いました。 

   県内の資源管理計画及び漁場利用計画に基づいた積立ぷらす加入件数は令

和２年度末で１，３１５件，同年度の積立ぷらす払戻実績は漁獲共済で３１９件 

１，２９９，３２０千円，養殖共済で５２件８１９，３２０千円，特定養殖共

済で３２８件３９０，８４０千円となりました。  

 

  ②協業化や法人化等の取組支援 

   漁業経営の改善及び高度化を図るため，協業化や法人化等を検討している漁業者

に対して専門家派遣等の支援を行いました。 

   また，漁業経営全般に関する勉強会や経営改善指導，法人化・社会保険導入に関  

する専門家派遣を計３回行ったほか，制度資金の活用を計画している漁業者に対し，  

経営改善計画の認定に向けた支援を行いました。 

 

  ③６次産業化の支援  

   ６次産業化に関する漁業者などの相談に対応するため，宮城県６次産業化

サポートセンターを設置するとともに，地域資源を活用した新商品開発や販

路開拓支援，６次産業化に取り組む漁業者などに対してそのニーズに対応す

るコンサルタントの派遣を行いました。  

   ●宮城県６次産業化サポートセンターの設置・運営  

    平成２９年５月に宮城県６次産業化サポートセンターを仙台市内に設置し，漁

業者などからの６次産業化に関する相談に対して，的確に指導・助言でき

る支援体制を整備しました。  

    令和２年度は事前に選定した経営改善意欲の高い農林漁業者（水産関係

は２者）に民間の支援人材（６次産業化地域プランナー）を派遣し，経営

全体の付加価値額を増加するための「経営改善戦略」の作成及び実行を支

援しました。  

   ●６次産業化の段階に応じた支援  

    ６次産業化の構想段階にある農林漁業者には，「加工直売・６次産業化

支援事業」により地方振興事務所が中心となって事業着手に向けた支援を  

   実施しました。また，６次産業化の構想以降の段階にある農林漁業者には， 

   「６次産業化ステップアップ支援事業」による専門家の集中支援や「企業

との連携による６次産業化支援強化事業」による食品事業者とのマッチン

グ・商品試作の支援等を行いました。  
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  ④「みやぎ漁師カレッジ」,「みやぎ漁業就業支援オンラインフェア」の開催 

   新規就業者の確保・育成が不可欠であることから，平成２８年度から「みやぎの漁

業担い手確保育成支援事業」を立ち上げ，就業相談から就業開始・定着までの一貫し

た支援ができるワンストップ窓口を開設するとともに，海や漁業に興味のある方や

漁業への就業を志す方を対象とした短期・長期の研修を開催しました。 

   また，就業希望者と受入を募集する漁業者団体のマッチングを図るため，オンラ

インで漁業就業者支援フェアを開催しました。 

   ●「みやぎ漁師カレッジ」短期研修  

    令和２年１１月に３日間の研修を開催し海や漁業に興味のある９名が参加しま

した。研修では，宮城の水産業の概要を学ぶとともに，ロープワーク，カキ養殖の

水揚げ等を体験し，研修終了後には１名が漁業に就業しました。  

   ●「みやぎ漁師カレッジ」長期研修  

    令和２年６月から１２月までの７か月間の研修を開催し漁業への就業を志す５

名が参加しました。座学で宮城の漁業に関する基本的な知識を習得するとともに，

一級小型船舶操縦士等の漁業に必要な資格を取得しました。また，ノリ・カキ・ギ

ンザケなどの養殖業や定置漁業を営む漁業者の下で現地研修を行い，研修終了後

には全員が漁業に就業しました。 

   ●みやぎ漁業就業支援オンラインフェア 

    令和２年１１月に，漁業就業希望者と受入を募集する漁業者団体のマッチング

を図るための漁業就業支援フェアを新型コロナウイルス感染症拡大に考慮してオ

ンラインで開催しました。１２団体が出展，２３名が来場し，１名が漁業に就業し

ました。 

 

（２）水産都市の活力強化【Ｐ５１－７１】 

 １）流通・加工 

  ①県産水産物のＰＲ・販路拡大支援など  

   震災や風評により失われた販路の回復を図るため，県産水産物の魅力発信

や商談機会の創出，ブランド化，消費拡大，輸出促進など様々な施策を実施

しました。  

   ●水産物のＰＲ・販売促進  

    首都圏のホテルなどが開催する県産食材を使ったフェアによる県産水産

物の紹介や各種情報媒体を活用した県産水産物のＰＲ，オンラインを活用

した商談会開催による販売促進に取り組みました。  

    また，これまでホヤを食べる習慣が普及していなかった遠隔地への販路開拓と

して，九州地方を対象に，量販店や飲食店でのフェアを開催するなど，消費者に

対する本県産ホヤの認知度向上に向けた取組を行いました。 

   ●食産業ステージアッププロジェクト  

    販路開拓に取り組む県内食品製造業者が，「マーケティング」，「商品

開発」，「人材育成」，「販売・商談」などの各段階で抱える課題の解決

に向けた総合的な支援を行いました。  
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   ●県産水産物の輸出促進及びＨＡＣＣＰ普及推進  

    海外における県産水産物の定着化を目的としたプロモーションや安全・

安心で高品質な県産水産物をＰＲし輸出の促進を目指しました。  

    また，世界的にＨＡＣＣＰ導入義務化の動きがあることから，県内水産

加工業者の海外販路の拡大を図るため，ＨＡＣＣＰに係る普及啓発や施設

整備の支援を行いました。   

    ※本県の対米及び対ＥＵ  ＨＡＣＣＰ認定施設数（令和３年３月末現在）  

     ４８施設（全国第３位），内訳：対米４６施設，対ＥＵ２施設  

   ●ハラール対応食の普及促進  

    ハラール食を必要とするムスリムや多様な食習慣を持つ外国人旅行者へ

の「食」に対するおもてなし対応の普及・促進を図るため，ハラール対応食

普及促進業務を実施しました。  

 

  ②「みやぎ水産の日」の取組活動  

   震災により失われた水産物の販路回復を図り，本県水産業が活気ある姿を

取り戻すため，県では，平成２６年１１月から毎月第３水曜日を「みやぎ

水産の日」と定め，市場や量販店などの流通業界とも広く連携して，消費

者に対して県産水産物の積極的なＰＲを行っています。  

   令和２年度においても「みやぎ水産の日」を核として，魚市場や量販店などの流

通業界とも広く連携して，各地の消費者に対し，産地ならではの特徴ある水産物

を積極的にＰＲしました。 

   ＷＥＢやＳＮＳなどのメディアを活用し，消費者に対し｢みやぎの水産物｣

のＰＲ活動を行ったほか，気仙沼，東部，仙台の各地方振興事務所では，

「みやぎ水産の日」に毎月のテーマ食材などを使用した特別定食の食堂で

の提供や，県産水産物などの販売会を開催しました。  

 

  ③「宮城県水産加工品品評会」の開催 

   水産物需要の多様化に対応した水産加工品の開発や製品の改良，品質向上を促進す

るとともに，消費拡大を図ることを目的として，「宮城県水産加工品品評会」を開催

しています。 

   令和２年度は，１月に第４５回宮城県水産加工品品評会を石巻市で開催しました。

品評会には合計で１１０品の出品があり，厳正な審査の結果，最高賞である農林水産

大臣賞には，株式会社ヤマナカ（石巻市）の｢ＯＹＳＴＥＲ ＰＡＴＥ｣が選ばれまし

た。 

   また，宮城の選りすぐりの水産加工品を展示販売する「みやぎ水産の日まつり」を

令和３年２月１７日から２１日までの５日間，ＪＲ仙台駅２階で開催し，本品評会受

賞商品の展示販売を行いました。 
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 ２）新型コロナウイルス感染症流行への対応  

  ①相談窓口の設置  

   新型コロナウイルス感染症の流行拡大により，世界的に経済活動が縮小し，

水産業関係者の経営にも甚大な影響が生じました。このため，令和２年４月

にコロナウイルス感染症の影響を受けた水産業関係者向けの相談窓口を仙台・

東部・気仙沼地方振興事務所の水産漁港部に設置したほか，ＷＥＢサイト等

の活用により各種支援施策に関する情報発信を行いました。  

 

  ②水産業に従事する人材の確保  

   我が国及び各国が新型コロナウイルス感染症拡大防止のため，入国規制を

講じたことから，外国人技能実習生や外国人の漁船乗組員を円滑に呼び寄せ

・送り帰すための掛かり増し経費の一部を支援しました。また，外国人材の

確保が困難な中，国内人材を確保するためのマッチング支援を行いました。  

 

  ③外食需要の減少への対応  

   外食向け食材を中心に流通の停滞や価格低下が生じたことから，消費が落

ち込んだ県産水産物の消費拡大や需要喚起を図るため，学校給食への食材提

供や県内飲食店での利用促進等に取り組みました。  

 

  ④金融支援  

   新型コロナウイルス感染症流行により経営に悪影響があった漁業者が今後

の経営に必要とする資金の融通を支援しました。  

   新型コロナウイルス感染症流行により資金繰りが悪化した漁業者等が借り

入れている制度資金について返済猶予及び返済期限延長の措置を講じまし

た。  

 

 ３）試験研究 

  ●漁場環境・資源動向調査 

   海面養殖業や漁船漁業にとって重要である漁場の水温，塩分，溶存酸素等

のモニタリングや本県沿岸に分布・来遊するイカ類・サバ類等の主要魚種や

新たな資源対象魚種であるタチウオ等の資源動向調査を行い，得られた結果

を関係機関等へ情報提供しました。  

  ●海水温上昇に対応した研究  

   今後の海水温上昇を見据え，高水温でも養殖可能なワカメ品種の開発や主

に九州地方や日本海側で生産されているヒジキ・アカモクの養殖技術開発を

行いました。また，加工用原魚の水揚げ減少による原魚不足等の課題解消の

ため，水揚げ量が増加傾向にある暖水性魚種の加工原料化に向けた研究に取

り組みました。  
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  ●食料生産地域再生のための先端技術展開事業のうち社会実装促進事業  

   県では，被災地域の新たな食料生産地域として再生することを目的として，

平成２５年度～２９年度に実施した，「食料生産地域再生のための先端技術

展開事業」で得られた成果の社会実装に取り組みました。特に養殖ギンザケ

の重要疾病の防除対策として，抗体検査法の普及を行い，魚病診断の強化に

努めました。  

 

令和２年度の主な事業  

課   名 
事業費（千円） 

［決算額] 
事   業   名   等 

水産業振興課  ２４６，２０８  

漁業経営力向上支援事業  

沿岸漁業担い手活動支援事業 

みやぎの漁業担い手確保育成支援事業  

水産都市活力強化対策支援事業（再掲）  

水産加工業者のＨＡＣＣＰ普及推進事業  

全国豊かな海づくり大会推進事業  

カワウ等による内水面漁業被害対策事業  

みやぎの水産業労働力確保緊急支援事業  

外国人技能実習生等受入支援事業  

県産水産物需要喚起事業  

県単独試受託試験研究費（再掲）  

受託試験研究費（再掲）  

水産業基盤整備課 

 
１８，１７８  

資源管理・漁業改善推進事業（再掲） 

みやぎの強い養殖経営体育成支援事業 

海水温上昇に対応した持続的養殖探索事業 

伊達いわな販路拡大・生産体制強化事業 

食産業振興課 

国際ビジネス推進室 
１５３，８７４  

県産食品海外ビジネスマッチングサポート事業 

輸出基幹品目販路開拓事業 

県産ブランド品確立支援事業  

県産農林水産物等イメージアップ推進事業  

地域イメージ確立推進事業 

「食材王国みやぎ」魅力発信プロジェクト事業 

食産業ステージアッププロジェクト関連事業  

ハラール対応食普及促進事業  

※過年度繰越がある場合は過年度繰越を含む金額を記載しています。  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

①水産業の振興に関する基本的な計画（第Ⅲ期）の策定について 

 

１ 水産業の振興に関する基本的な計画とは 
「水産業の振興に関する基本的な計画」は，本県水産業の振興に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図る目的で策定するものです。 

東日本大震災からの復旧・復興の完結を目的とした第Ⅱ期計画の進捗を踏まえ，

新たに取り組むべき課題や近年の本県水産業を巡る情勢変化に対応する新たな総合

計画として，令和３年度を始期とする第Ⅲ期計画を策定しました。  

 

２ 目指すべき姿 “環境と調和した持続可能で活力ある水産業の確立” 
 宮城県の水産業を巡る状況は，海洋環境の変化により水揚が変動していることに加え，人

口減少に伴う国内市場が縮小するなど，自然環境や経営環境が大きく変化しています。 

 水産業が活力ある産業として持続するためには，水産業者と多様な主体が連携し，新しい

技術・価値観等の導入を進め，イノベーションを創出することで，これらの諸課題を乗り越

える必要があります。これを踏まえ，目指すべき姿を“環境と調和した持続可能で活力ある

水産業の確立”としました。 

 

３ 目指すべき姿の実現に向けた４つの基本方向と１４の施策 
 漁業・養殖業生産の基盤となる水域環境・水産資源を良好に保全し，水産業が立地する地

域社会を持続・活性化しながら，水産業を成長させていくため，４つの基本方向に沿って必

要な１４の施策を展開することとしました。 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

４ 特に力を入れること 
優先的，分野横断的に取り組むべき項目を「重点プロジェクト」として以下の５

つのプロジェクトを推進することとしました。  

 

 

５ 目標指標 
生産，流通・加工，消費及び環境・漁港（防災）分野において計画の進捗を測る

目標指標を設定しました。  

 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

②漁業法の改正への対応について 

 

１ 漁業法の改正について 
国による水産政策の改革として，水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化を両立さ

せるため，資源管理，漁業許可，漁業権免許制度の一体的な見直しにより，漁業法が全面

改正され，令和２年１２月に施行されました。 

改革の柱となる資源管理は，科学的な根拠に基づき目標設定し，資源を維持・回復する

こととして，資源評価に基づく漁獲可能量（ＴＡＣ）による管理等の方向性が示されまし

た。養殖業については，既存漁業権者が漁場を適切かつ有効に活用している場合は継続利

用を優先しつつも，既存の漁業権がない等の場合は，地域水産業の発展に最も寄与する者

に免許する等（法定の優先順位は廃止），水域の適切かつ有効な活用を図るための見直し

が行われました。 

また，密漁対策として，あわび，なまこ及びうなぎの稚魚（全長１３センチメートル以

下）が「特定水産動植物」に指定され（うなぎの稚魚は法施行後３年間の経過措置あり），

許可や漁業権等に基づかずに採捕した場合，あるいは密漁した特定水産動植物又はその製

品を，情を知って運搬，保管，取得，処分の媒介・あっせんをした場合，３年以下の懲役

又は３，０００万円以下の罰金が課されることとなりました。 

【水産政策の改革の全体像】 

    

 

２ 県の対応状況 
漁業調整規則については，漁業法の規定に基づき，県内の知事許可漁業の許可や水産動

植物の採捕又は処理に関する制限又は禁止，その他漁業調整等に必要な事項を定めていま

す。令和２年１２月１日の改正漁業法施行に合わせ，県では海面と内水面の両規則を統合

・一本化し，令和２年１１月２７日に宮城県漁業調整規則を新規制定しました。 
新たな漁業調整規則では，大臣許可漁業の新たな許可等の手続き規定を準用して知事許

可漁業の許可等の手続き規定が改正されたほか，特定水産動植物に指定された「うなぎ稚

魚」について，新たにうなぎ稚魚漁業を知事許可漁業として規定しました。 

また，資源管理については，漁業法改正に合わせ，特定水産資源の漁獲量等の報告に関

する規則や，特定水産資源の採捕の停止に関する規則を新規制定しました。 

県では，今後，改正漁業法に基づく新たな規則等に基づき，資源管理，漁業許可，漁業

権免許等の制度運用を進めます。 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

 

  

③太平洋クロマグロの資源管理について 

 

１ 背景 
 現在の太平洋クロマグロの資源量は,非常に低い水準にあります。資源回復のため，中西

部太平洋まぐろ類委員会（ＷＣＰＦＣ）において我が国の漁獲枠が小型魚（３０ｋｇ未満）

で４，４３８トン，大型魚（３０ｋｇ以上）で５，９５９トンと定められました。これを

遵守するため我が国では，「海洋生物資源の保存及び管理に関する基本計画第１の別に定め

る「くろまぐろ」について」に基づき，大臣管理となる沖合漁業については，まき網漁業，

近海竿釣り漁業などの漁業種類ごとに管理し，知事管理となる沿岸漁業については，都道府

県ごとに漁獲可能量が設定され，管理が行われています。 

 

２ 取組内容 
 第６管理期間（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）に配分された漁獲可能

量（小型魚：７４．４トン，大型魚：３０．２トン）について，県は漁業者による日ごとの

クロマグロの水揚量を県内魚市場と協力しながらモニタリングし，漁獲量の把握に努め

てきました。一方，関係漁業者との連携した取組では，漁獲の積み上がりを防止するため

「宮城県クロマグロ管理委員会」を開催し，漁獲のルール化に向けた話し合いを重ねてき

たところです。このような取組の結果，これまで定置漁業が締結していた「くろまぐろの

保存及び管理に関する協定」に加え，令和２年度は「かじき等流し網漁業」及び「はえ縄

漁業」においても，それぞれに漁獲枠を個別配分する協定を締結することができました。

３つの協定ができたことにより，令和２年１０月と同１２月に定置漁業と漁船漁業の間

で大型魚の漁獲枠の融通を実施するとともに，協定代表者間での話し合いが実現するな

ど，宮城県の漁獲枠を有効に利用するための漁業者間での連携強化を進めました。さら

に，漁獲が積み上がるタイミングにより，協定に基づいてクロマグロ漁獲に関する割当量

遵守のための管理措置を発出するなど漁獲を是正しました（表参照）。これらの取組によ

り，クロマグロ漁獲枠を有効に利用しながら，漁獲枠を超えることなく遵守することがで

きました。 

 

クロマグロ漁獲に関する割当量遵守のための管理措置の発出状況 

 

発出年月日 種類 対象 内容 

令和２年１０月２日 助言 定置漁業 網起こし回数の抑制を実施する 

令和２年１０月１５日 指導 定置漁業 くろまぐろの採捕はやむをえない混

獲のみとし，生存個体の全数放流に努

める 

３ 課題 
クロマグロは漁獲の上限が国際的なルールで定められている

ことから，しっかりと管理して，漁獲枠を遵守する必要があ

ります。一方，せっかく配分された漁獲枠はできる限り残す

ことなく効率的に活用していき，枠の消化率を高めていくこ

とも産業振興においては重要な視点となります。このため，

クロマグロの三陸への来遊状況や本県漁業の漁獲パターンを

データ化して把握し，漁業者とともに資源管理と漁獲の両立

に向けた望ましい方策を作り上げていくことが今後の課題と

なります。  

（水産業基盤整備課） 

定置網の漁獲の様子  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

④海洋観測からわかる親潮の変動（ＭＳゴジック太字，１４ポイ 

 

１ 親潮とはなにか（ＭＳゴジック太字，１２ポイント） 
 日本列島周辺には，黒潮と対馬暖流，親潮とリマン海流と，大きな暖流と寒流がそれぞれ２

つずつ流れています。三陸沿岸海域は，黒潮，親潮，対馬暖流の支流である津軽暖流の影響を

受ける日本沿岸有数の複雑な海域で，「混合域」と呼ばれています（図１）。 

親潮は水温が低く，栄養塩が多く含まれているのが特徴です。これらの栄養を使って

植物プランクトンが繁殖する，生物を育む海流なので「親」潮という名前がついていま

す。そのような親潮が，暖かく栄養分の少ない黒潮と出会うことで，暖水性の魚介類と

冷水性の魚介類が両方見られる豊かな漁場が作り出されます。これらの海流の強弱に

よって海況は毎年変動し，宮城県の水産業は大きな影響を受けます。  

例えば，親潮は４月ごろに最も南下しますが，ツノナシオキアミ（地方名いさだ）は

その頃，親潮の先端にあたる海域で漁獲されるため，親潮の南下が弱い年には宮城県近

海に漁場ができず，不漁となってしまいます。近年は不漁傾向が続き，２０２０年には

ここ５０年で最悪の大不漁となりました。また，サンマは親潮に沿うようにして日本近

海に来遊するため，親潮の位置はサンマ漁業にとっても重要な情報になっています。 

 

２ 親潮の変動（ＭＳゴジック太字，１２ポイント） 
 親潮の強さは数十年規模で変動することが知られています（図２）。１９８０年代は親潮の

南下が非常に強く，宮城県ではタラやニシン，イカナゴなど冷たい水を好む魚介類の水揚が増

えました。また，通常は岩手県～宮城県沖に形成されるいさだ漁場が茨城県沖に形成されたり，

１９８６年には神奈川県沖でゴマフアザラシが発見されるなど，北の生物が南の海域まで分布

を広げる傾向が見られました。 

一方で近年は親潮の南下が弱い傾向が続き，黒潮系の暖水が仙台湾口近くまで流れ込んでい

ます。このためタチウオ，ブリ，ケンサキイカなどの暖水性の魚介類が多く見られるようにな

る一方，沿岸に暖水が流れ込み，藻場が消失して，アワビなどの生育に悪影響を与えるような

ことも起こっています。 

２０２１年春の海況は，親潮の南下は２０２０年よりも強いものの，岩手県沖の暖水の影響

を受けて接岸しにくくなっているほか，黒潮が２０２０年から引き続き強勢で，宮城県沖合は

高温になっています。 

水産技術総合センターでは継続的に海洋観測を行っており，モニタリング結果についてホー

ムページや「みやぎ水産ＮＡＶＩ」で情報提供を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター）  

 

  

図１ 日本近海の海流 

図２  親潮の春季の平均南端緯

度 ※緯度の目安のため日本地図を表

示しています。  

親潮の南下が弱い時期  

親潮の南下が強い時期  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑤新たな資源評価対象種「タチウオ」について 

 

１ 資源評価対象種の拡大 
 令和２年１２月に改正された漁業法に基づき，国の水産資源調査・評価推進委託事業で

は，資源評価対象魚種を平成３０年度の５０種から令和５年度までに２００種にまで拡大

し，データの蓄積と資源評価精度の向上を図ることとしています。 

 宮城県が担当する資源評価対象魚種は，令和元年度までは２４種でしたが，令和２年度

にはタチウオ，ケンサキイカ，ホシガレイ，ババガレイ，スズキなど新たに１６魚種が追

加され，資源評価に必要な水揚データ，生物測定や調査船調査による成熟や成長，生態に

関する情報の蓄積が求められています。 

 

２ タチウオの水揚量の推移と生態，成熟に関する情報 
 タチウオは北海道から沖縄まで広く分布しますが，暖水性の魚のため，漁獲の中心は本

州中部より西側となっています。タチウオは宮城県ではあまり馴染みのない魚でしたが，

近年水揚量が増加しており，２０１８年から１００トンを超え，２０２０年は過去最高の

３９０トンとなっています。水揚げの増加によって，県内のスーパーや鮮魚店でも宮城県

産タチウオを見かけるようになってきました。 

宮城県におけるタチウオの水揚げの増加の原因については，本種が暖水性の魚であるこ

とを考えると，近年の海水温上昇に伴って，分布域が北上し，本県沿岸でも生息できるよ

うになったものと思われます。ただし，３月から５月の海水温が低下する時期には水揚量

が減少することから，海水温が高い常磐以南海域と三陸海域を行き来しているものと推察

されます。 

令和２年度に実施したタチウオの漁獲サイズは小型（２０ｃｍ）から大型（１５０ｃｍ）

まで様々で，春や秋には成熟した個体も多数存在していることから，本県沿岸域で産卵し

て再生産していることが伺えますが，三陸周辺海域での成長や分布などまだまだ不明な点

が多く残っています。今後も水揚げが増えるようであれば，本県沿岸漁業にとって重要な

魚種となる可能性もあり，調査や生物測定データの蓄積を継続していく必要があります。 

 

 

 

（水産技術総合センター） 

 

  

定置網で漁獲された高鮮度のタチウオ 
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宮城県におけるタチウオの水揚げの推移 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

 

  

⑥海水温上昇に対応した持続的養殖探索事業について 
（関連事業：海水温上昇に対応した持続的養殖探索事業） 

１ 本県水産業関係者に対する普及活動 

近年，日本周辺の海水温は上昇傾向にあり，本県沿岸域においても海水温上昇などの海洋

環境の変化が水産業に及ぼす影響が懸念されています。そこで，将来の高水温環境に適応

可能な海藻等の増養殖試験を行うとともに，増養殖試験で得られた知見，海水温上昇が

本県沿岸域に与える影響，ブルーカーボン（海藻等による二酸化炭素吸収効果）の考え

方について，本県水産業関係者に広く普及することで，地球温暖化対策・環境保全の推

進を図る取組を行っています。令和２年度は，漁業者，水産関係者が集まる会議で，２

回普及活動を行いました。 

 

２ 新たな養殖種の探索  

近年，ホタテガイ・ギンザケ稚魚の斃死やワカメ種の不足など，海水温上昇が要因と

思われる問題が発生しており，生産者から海水温上昇が本県沿岸域に与える影響につい

ての情報提供を求められています。県としても，海水温上昇に対する長期的な対策とし

て，高水温環境に適応できる新たな養殖種を探索し，養殖技術を開発することにより，

将来的に生産者の選択肢の一つとなると考えています。令和２年度は，ヒジキやアカモ

クの養殖技術の開発を行いました。アカモクでは，試験養殖を行った筏から，約１００

ｋｇを収穫しました。ヒジキでは，志津川湾の岩礁で採取した全長約２０ｃｍの天然ヒ

ジキを仮根の有無別に分けて養殖試験を行い，両区とも全長約７０ｃｍを超えるほどま

で生長しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(水産業基盤整備課） 

ロープに挟み込んだヒジキ  

ブルーカーボン普及資料  

養殖中のアカモク  

養殖中のヒジキ  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

  

⑦海水温上昇を見据えたヒジキの養殖技術開発について 

 

１ 背景 
 日本周辺海域の海面水温は上昇しており，三陸沖でも１００ｍ以浅の上昇傾向が顕著となっ

ています。今後，海水温の上昇が続いた場合，本県養殖漁業では，養殖期間が短くなったり，

養殖が不可能となる養殖種が出る可能性があります。このため，本県では，二酸化炭素の吸収

・固定効果（ブルーカーボン）が注目されている海藻について，新たな養殖対象種を探索し，

それらの養殖を推進しています。  

水産技術総合センター気仙沼水産試験場では漁業者や関係機関と連携し，大分県等で生産が

多く，海水温上昇にも対応できると見込まれる「ヒジキ」の養殖技術の開発に取り組んでいま

す。 

  

２ ヒジキの養殖技術の開発 
 ヒジキは北海道から沖縄までの全国の岩礁で見られ，海外では韓国や中国にも分布します。

冬から春にかけて生長し，全長１ｍに達します。初夏に成熟した後，仮根部（「座」ともいう）

の一部を残して藻体のほとんどは枯死・流失しますが，座が残っていれば秋にまた新しい藻体

が芽を出します。 

ヒジキの養殖は，多くの場合，天然ヒジキを種苗に用いる方法で行われており，良好な成績

が得られていますが，仮根部ごとヒジキを用いるため，大規模に養殖が行われた場合，ヒジキ

群落の荒廃やヒジキ資源の枯渇が懸念されます。  

令和元年度は「天然ヒジキを種苗とした養殖試験」，「天然ヒジキを母藻とした海中での種

苗生産試験」，「養殖試験後の越年仮根の室内飼育試験」に取り組みましたが，令和２年度は

前年の結果を踏まえながら，新たに「仮根上部で切除した天然ヒジキを種苗とする養殖試験」，

「養殖試験に供したヒジキを母藻とした水槽内での種苗生産試験」，「越年仮根の飼育環境を

変えた室内飼育試験」及び「天然ヒジキ漁場におけるコンクリートブロックでの採苗試験」に

取り組んでいます。今後も，「仮根のない藻体を束ねる方法」などの検討を含め，引き続き養

殖技術の改良等を行いヒジキ養殖技術の現場への普及を図りたいと考えています。  

 

 

 左上）仮根上部で切除 

した養殖用種苗 

 

右上）コンクリート 

ブロックへの 

付着試験 

 

 

 左下）養殖用種苗の 

挟み込み 

 

右下）越年仮根の室内 

飼育試験 

 

 

 

（水産技術総合センター気仙沼水産試験場） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑧海水温上昇を見据えたアカモクの養殖技術開発について 

 

１ アカモクについて 
アカモクは，抗酸化作用を始め様々な効能を持つフコイダンを含む健康食品として全国的

に注目されており，近年は各県で養殖技術の開発が行われています。本県でも天然のアカモ

クを原料に製品化されていますが，環境中のＣＯ２吸収の促進及び加工原料の安定確保のた

め，養殖技術を開発し普及を図ることとしています。  

 

２ アカモクの養殖技術開発試験 
近年，日本周辺の海水温は上昇傾向にあり，本県沿岸域においてもこうした海洋環境の変

化が水産業に及ぼす影響が懸念されています。海面養殖種についても，高水温に強い品種の

養殖技術開発が求められています。水産技術総合センターでは，先進地（京都府など）での

採苗・養殖方法を参考に，令和元年度からアカモクの採苗試験と養殖試験を行っています。 

採苗試験では，本県における採苗時期を把握し，カキ殻などの複数の基質へ付着させること

に成功しました。 

養殖試験は，他県でのヒジキ養殖の手法を参考とし，宮城県漁協北上町十三浜支所青年研究

会の協力を得て，十三浜地先の海域で実施しており，初めての養殖試験で約１００ｋｇを収穫

し，乾燥品の試作も行いました。 

 

３ 今後の課題 
アカモクの採苗は，水槽の底に付着器を並べ，幼胚を落下させて行います。採苗後は，海

水を掛け流して水槽内で管理する方法と冷蔵庫で休眠させる方法があります。大量の種苗確

保には，冷蔵庫での管理の方が有利ですが，温度を一定にして長期間保存する必要があり，

コスト計算も重要な課題です。  

養殖試験では，天然のものを使った乾燥品と比較して，お湯に戻した際の特有のねばりが足

りないといった課題が明らかとなったので，海域の環境や成熟具合に応じた収穫時期について，

今後検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    冷蔵庫で休眠している種苗        流水で管理している種苗 

 

 

 

 

 

 

 

 

       挟み込んだ種苗           収穫前のアカモク 

 

（水産技術総合センター） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

  

⑨ホタテガイの地種養殖について 

 

１ 宮城県のホタテガイ養殖 
宮城県は国内ホタテガイ養殖地域の南限にあたり，昭和４０年頃から養殖が開始され，現在

では北海道や青森県に次ぐ全国３位の生産量を誇っています。（令和元年３，３４３トン） 

 

２ ホタテガイの養殖方法 
本県のホタテガイ養殖は，県外の産地から購入した殻長７cm程度の半成貝を養殖する「半成

貝養殖」と，県内の地先海域で稚貝を採って養殖する「地種養殖」の2つの方法で行われていま

す。 

「半成貝養殖」は，半成貝の購入費用はかかるものの，養殖期間が短く，手間や養殖資材等

が少なくて済む等のメリットがあるため，ほとんどがこの方法で生産されています。  

一方，「地種養殖」は，養殖期間が長く，手間と養殖資材はかかるものの，自分で稚貝を採

苗し育成するため，地先の環境に適した種苗の確保と経費の抑制及び出荷時期の前倒しができ

る等のメリットがあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 「地種養殖」の促進について 
どの魚種を養殖するにも共通することですが，養殖する種苗（稚貝）の品質は特に重要です。

近年，本県では，県外産の半成貝を用いたホタテガイ養殖で，歩留まりが低下したり，出荷時

期が集中する等の問題が生じていました。 

このため，宮城県では，高品質の地種確保を推進しており、県外産種苗の品質に左右されず，

かつ，海水温の上昇など環境変動にも対応するため，「地種養殖」に取り組む生産者を支援し

ています。具体的には，地種を採苗するためのホタテガイ幼生調査結果の情報提供や，地種を

育成するために必要な養殖資材（ﾊﾟｰﾙﾈｯﾄ等）の貸与を行っています。生産された地種について

は，殻長7cm程度に成長させた後，県産半成貝として県内養殖地に供給しています。このよう

な取組を継続して支援し，ホタテガイの安定生産を推進していきます。  

 

 

（水産技術総合センター） 

ホタテガイ浮遊幼生      付着稚貝      稚貝を採苗する採苗袋   地種稚貝（2cm 程度）   稚貝養殖（ｻﾞﾌﾞﾄﾝｶｺﾞ） 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

ホタテガイ養殖作業工程

作
業
内
容

作
業
内
容

２
年
目

３
年
目

作
業
内
容

１
年
目

採苗 種苗分散（２分ネット） 種苗分散（５分ネット）

搬入・耳吊り

水揚げ

耳吊り作業

水揚げ

地種養殖半成貝養殖 ※ 2 分ネット＝目合い 6mm 

※ 5 分ネット＝目合い 15mm 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑩養殖業における防疫対策について 

 

本県のギンザケ養殖は，生産量全国第１位を誇っており，また淡水魚では，本県が養殖

発祥地であるイワナのほか，ニジマスなどが養殖されています。 

養殖している中で，魚の調子が悪くなり，死亡することがあります。当センターでは，

養殖業者の依頼を受けて，病気かどうかも含めて，魚病診断を行っています。令和２年度

は５９件の魚病診断を行い，そのうちギンザケが最も多く１６件でした。そのほかに，保

菌検査を８件行いました。 

 

１ 魚病診断 
魚病診断は，まず養殖業者の話を聞くことから

始まります。魚の様子を毎日観察している養殖業

者からの情報は非常に重要になります。魚の状態

に関することや飼育水の種類，水温など飼育環境

に関することなどを聞き取りします。 

次に，魚の体表や内部に見られる症状を観察

し，そこから推測される病気に応じて，顕微鏡で

の観察，培地や培養細胞を使った細菌やウイルス

分離，ＰＣＲ検査等を行います。原因が判明すれ

ば，それにあった対策や予防をすることができる

ので，できるだけ早く，適切に診断できるように

努めています。 

 

２ 防疫の取組 
 最も大切なことは，病気を持ち込まない，蔓延させないことです。特に，海外には日本

では発症していない病気があることから，平成２８年度より国での防疫対策強化の一環と

して，海外から輸入される種苗等について，輸入されてから概ね６か月間，異常がないか

定期的に把握する着地検査を行っています。本県では水産技術総合センターが，現地での

防疫指導や定期的な状況確認を行っています。 

 また，最近の流れとして「治療から予防」が推進されています。以前は，抗菌剤による

治療が中心でしたが，病気を予防するワクチンの活用が進められています。 

 

３ 魚病に関する研究について 
 魚病診断のほかに，魚病に関する研究にも取り組んでいます。ギンザケの病気の中で，

赤血球封入体症候群（アイブス：EIBS）と呼ばれるウイルスが原因の病気があります。こ

の病気は重度の貧血をもたらし，３０年以上前から問題になっていましたが，何のウイル

スかはわからないままでした。（国研）水産研究・教育機構等と共同研究※に取り組んだ

結果，全ゲノムを世界で初めて解析し，新種のウイルスであることが判明し，Piscine 

orthoreovirus ２ (PRV-２)と命名されました。さらに，ゲノム解析の結果から，ＰＣＲ検

査や抗体検査が開発され，魚病診断等で活用されています。 

 養殖業は安定的に水産物を生産することができ，食料確保や産業振興に重要な役割を担

っています。安全・安心な養殖魚を提供するため，養殖業者をはじめ，関係者全体で病気

の予防や対策に努めています。当センターでも，引き続き，防疫指導に努めていきます。 

 

※平成２５～２９年度農林水産省委託事業「食料生産地域再生のための先端技術開発展開

事業」にて実施 

（水産技術総合センター） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑪宮城県藻場ビジョンの推進について 

 

１ 背景 
藻場や干潟は豊かな生態系を育む機能を有するほか，水産生物の生育にとって非常に重要な

役割を有していることから，水産庁では，実効性のある効率的な藻場・干潟の保全・創造方策

を推進するための基本的な方針として，平成２８年１月に「藻場・干潟ビジョン」を策定し，

考え方を取りまとめました。 

藻場は全国的に衰退傾向にあり，本県においても衰退傾向が認められることから，この  

「藻場・干潟ビジョン」を踏まえて，本県の各海域の特性を織り込んだ「宮城県藻場ビジョ

ン」（ハード・ソフト対策が一体となった実効性のある効率的な藻場の保全・創造に向けた行

動計画）を作成し，その的確な運用を通して，計画的に各海域の藻場の保全・創造の推進を図

ることとしました。 

 

２ 取組内容 
「宮城県藻場ビジョン」の策定に当たっては，地元漁業関係者へのヒアリング調査のほか磯

焼け対策会議の開催による意見交換，有識者からの助言等により，幅広く意見を求めることと

しました。また，衛星画像解析や現地調査を行い，既存の調査結果と比較することで，現状の

把握や対策が必要な地区等の情報を整理しました。これらの結果は，令和２年６月に開催され

た，第３回宮城県磯焼け対策会議で関係者に報告された後，令和２年８月に「宮城県藻場ビジ

ョン」として策定，公表されました。  

本ビジョンでは，令和元年度に９百ヘクタールまで減少した藻場の面積を，令和２年から令

和１１年までの１０年間で，平成２７年度の２千ヘクタールと同水準の１千８百ヘクタールま

で回復させることを目標に掲げています。本目標を達成するため，ブロック等の藻類着定基質

を投入するハード整備，磯焼けの原因の１つであるウニ類の除去等のソフト対策を併せて実施

していくこととしています。 

 

３ 課題 
藻場の衰退要因として，親潮の勢力が弱い年の頻度が増

加したことで，沿岸域では海水温の上昇や栄養塩の低下が

起こり，海藻類の成長スピードが減退しているほか，海水

温の上昇により冬期間でもウニ類が活性化することで，海

藻等の摂餌量が増加したことが考えられています。  

今後もこれらの環境条件が継続する可能性が考えられる

ことから，本ビジョンの実施期間においても，より長期的

な視点のもとで，将来を見据えた磯焼け対策を実施してい

く必要があります。  

そのためにも，藻場の回復状況を定期的に把握するとと

もに，取組の効果を「磯焼け対策会議」を開催して検証し，

関係者との情報交換や，本ビジョンの改善策等を議論する

ことで，効果的な磯焼け対策を推進します。  

 

 

 

（水産業基盤整備課） 

 

  

宮城県藻場ビジョン  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑫「伊達いわな」の普及について 

 （関連事業：伊達いわな販路拡大・生産体制強化事業）  

 

１ 宮城で生まれた「伊達いわな」 
 養殖イワナは，通常１～２年の養殖期間を経て１００～１５０グラムの大きさまで育成し

主に塩焼き用途で利用されてきました。この大きさを超えると性成熟が始まり，産卵前後の

身質低下や成長停滞などで食用できる期間が限られてしまうため，これまで大型イワナの養

殖はほとんど行われていませんでした。  

 宮城県水産技術総合センター内水面水産試験場が，この課題を全雌三倍体イワナ（※）作

出技術の開発で解決し，全国に先駆けて大型イワナ養殖が可能になりました。平成２５年度

に「伊達いわな振興協議会」が設立され，この全雌三倍体技術による大型イワナを「伊達い

わな」と命名してブランド化する取組が始まっています。  

 

２ 令和２年度の「伊達いわな」普及の取組 
 令和２年度は，「伊達いわな」の認知度向上と販路拡大を目的に｢プレミアム試食会｣を

実施し，実需者・一般消費者向けに伊達いわなを提供しました。また，伊達いわなの

産地である栗原，大和，蔵王，川崎の各エリアと連動した産地バスツアーを実施し，

食事や観光体験と結びつけた地域特産品としての普及・定着を図りました。以上の取

組により，徐々に「伊達いわな」の知名度が向上するとともに，取扱店舗数が増えて

きています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊達いわな        試食会の様子     試食会での調理例 

 

 

 

 

 

 

 

 バスツアーの様子（飼育池） バスツアーの様子（提携店） バスツアーの昼食例  

 

※全雌三倍体イワナ 

通常のイワナが持つ２組の染色体を３組に増やす不妊化技術を施したイワナ。卵を

持たないため産卵期の成長停滞や身質低下が起こらず，２～３年で体長５０センチ・

体重１キログラムほどの大型魚に育つ。肉質も周年変わらず，四季を通じて高品質な

イワナとして供給可能。 

                                               （水産業基盤整備課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑬みやぎの強い漁業経営体育成支援事業について 
 

１ 国際漁業認証とは  

近年，世界的に持続可能な水産資源の利用に関心が寄せられており，環境に負担をかけず

地域社会に配慮して操業している養殖業・漁業を認証する制度が国際的に浸透しています。 

国際的な認証制度として，養殖業を対象とするＡＳＣ（水産養殖管理協議会），漁業及び

無給餌養殖を対象とするＭＳＣ（海洋管理協議会），養殖業及び漁業を対象とするＭＥＬ

（マリンエコラベルジャパン協議会）があります。  

認証された養殖業・漁業の生産物には上記のエコラベルを付け，加工・流通段階（ＣｏＣ）

の認証を取得した業者が流通・販売するため，消費者も認証された水産物かどうかを容易に

判別し選択することができ，認証されていない商品との差別化が明確になります。  

 

 

 

 

 

ＭＳＣ認証とＡＳＣ認証のエコラベル 

 

２ 宮城県内の国際漁業認証の取得状況  

 宮城県でも，近年，養殖業及び漁船漁業で国際漁業認証の取得に取り組む団体が増えてき

ています（表１）。  

宮城県漁業協同組合志津川支所戸倉出張所では，平成２８年３月に日本で初めてＡＳＣ

認証を取得しました。平成３０年４月には，宮城県漁業協同組合の石巻管内の３支所（石巻

地区支所，石巻湾支所，石巻市東部支所）が共同でＡＳＣ認証を取得しました。現在，戸倉

地区と石巻管内３支所の生産量を合わせ，宮城県産カキの半数以上がＡＳＣ認証商品とし

て流通しています。また，漁船漁業では，塩竈市の明豊漁業株式会社が，カツオとビンナガ

の１本釣り漁業でＭＳＣ認証を取得しています。宮城県では，「みやぎの強い漁業経営体育

成支援事業」により，国際漁業認証等の取得の取組を支援しています。令和２年度

は，本事業で支援を行っていた気仙沼市の株式会社臼福本店が大西洋クロマグロ漁業の

ＭＳＣ認証，女川町の株式会社マルキンがギンザケ養殖のＡＳＣ認証を取得しました。ま

た，気仙沼遠洋漁業のヨシキリザメ・メカジキ近海まぐろ延縄漁業のＭＳＣ認証，宮城県漁

協網地島支所のギンザケ養殖のＭＥＬ認証取得に向けた取組を支援しました。  

 

表１ 宮城県内での ASC/MSC 取得状況 

認証  団体  養殖種類 /漁業種類  取得時期  

ASC 宮城県漁業協同組合  

志津川支所戸倉出張所  

カキ養殖  平成２８年３月  

ASC 宮城県漁業協同組合  

石巻地区支所，石巻湾支所，

石巻市東部支所  

カキ養殖  平成３０年４月  

ASC (株)マルキン  ギンザケ養殖  令和２年６月  

MSC (株)明豊漁業  カツオ・ビンナガ  

1 本釣り漁業  

平成２８年１０月  

MSC (株)臼福本店  大西洋クロマグロ漁業  令和２年８月  

 

（水産業基盤整備課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑭漁業共済加入の推進について 

（関連事業：資源管理・漁場改善推進事業）  

 

１ 令和２年度に発生した主な自然災害による水産被害 
主な自然災害による水産関係の被害額は７９９，０５６千円で，内訳は以下のとおりで

した。 

・大雨暴風（令和２年４月１８日） 

定置網，ノリ・ギンザケ・コンブ養殖関連を中心に３３０，９８４千円 

・大雨暴風（令和２年９月２５日） 

定置網，カキ・ホヤ養殖関連を中心に９４，８９１千円 

・福島沖地震（令和３年２月１３日）   

ノリ・カキ養殖関連，水産加工施設を中心に３６６，３７５千円 

・暴風（令和３年２月１５日） 

ノリ養殖関連を中心に２，９９６千円 

・宮城県沖地震（令和３年３月２０日） 

魚市場を中心に３，８１０千円 

 

２ 漁業共済加入状況 
自然災害や不慮の事故による損失を補てんし漁業経営の安定を図るため，県と宮城県漁業

共済組合が共同で作成した加入推進パンフレットや，全国漁業共済組合連合会が作成したＰＲ

動画等を活用し，漁協等を通じて漁業共済の普及啓発を行いました。 

なお，令和３年３月末における県内漁業共済の主な加入率は，漁獲共済（採貝や漁船漁

業）が７５％，養殖共済（ギンザケ）が１００％，特定養殖共済（ノリやホタテなど）が

平均７７％となっています。 

 

３ 資源管理・漁場改善計画設定状況 
漁業経営安定に向けた支援制度として，資源管理や漁場改善に取り組む漁業者が利用でき

る積立ぷらすの制度があります。これは基準収入から一定以上の減収が生じた場合，減収分

に漁業者積立金に加えて国費積立金を上乗せして補てんするものです。  

令和２年度末時点の県内の資源管理計画設定数は１７件，計画参加者数は６，００８件

です。また，漁場改善に係る計画(漁場利用計画)の策定件数は，動物版で３２件，植物版

で３３件の計６５件で，このうち，積立ぷらすの活用に必要な適正養殖可能数量が設定さ

れている計画は，動物版で２５件，植物版で２３件となっています。 

これらの計画に基づいた積立ぷらす加入件数は令和２年度末で１，３１５件，同年

度の積立ぷらす払戻実績は漁獲共済で３１９件１，２９９，３２０千円，養殖共済で

５２件８１９，３２０千円，特定養殖共済で３２８件３９０，８４０千円となりまし

た。  
 

（水産林政総務課・水産業基盤整備課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑮６次産業化の支援について 

 

１ 背 景 
「水産業の振興に関する基本的な計画」では，「競争力と魅力ある水産業の形成」を重要

施策の一つに掲げ，漁業者や水産加工業者などに対し，漁業・加工・流通・観光との相乗効

果による６次産業化の取組を支援することとしています。  

具体的には，経営の改善や事業の高度化・多角化などに意欲のある漁業者などに対し，新

商品や新サービスの開発などによる交付価値化への取組を積極的に支援し，所得向上や雇用

確保を図り，水産業の活性化を目指すものです。  

 

２ 概 要 

（１）宮城県６次産業化サポートセンターの設置・運営 
県では，６次産業化サポートセンターを設置し，経営改善意欲の高い農林漁業者に対

し，登録した民間の支援人材（６次産業化地域プランナー）を派遣し，６次産業化の取

組を含む経営全体の付加価値額（経常利益＋人件費＋減価償却費の合計金額）を増加す

るための経営や組織運営の改善方策等の「経営改善戦略」の作成及び実行を支援しまし

た。  

〇設置期間：令和２年５月１日から令和３年３月２６日まで  

〇支援対象者：４者 うち漁業者２者(㈱マルキン(女川町)，気仙沼かなえ漁業㈱(気仙

沼市)) 

 

（２）加工直売・６次産業化等支援事業 
農林漁業者等が取り組む新商品の開発や販路の開拓及び多様な事業者との連携活動等

の推進を図るため，県地方振興事務所等が中心となって取り組みました。 

 

【令和２年度取組内容（水産関係）】 

事務所名 支援対象者 取 組 概 要 

仙台地方振興

事務所 

水産漁港部 

JF みやぎ七ヶ

浜支所青年

部， 

JF みやぎ七ヶ

浜支所女性部 

（新商品開発の取組支援） 

ダルスを活用した商品開発のための勉強会や試作品開

発のための支援  

（販路拡大のための取組支援） 

JF みやぎ七ヶ浜支所が毎月第３水曜日（水産の日）に

実施している水産物直販イベント「漁協の夕市」でダル

スの PR と試作品の試食会を実施  

気仙沼地方振

興事務所 

水産漁港部 

漁業者，宮城

県漁業協同組

合各管内支所 

（新商品開発の取組み支援） 

低利用水産物の飲食店における創作メニュー開発支援  

（販路拡大の取組支援） 

飲食店とのマッチング支援（低利用魚勉強会の開催） 

（情報発信） 

低利用魚の情報及び参加飲食店の情報を集約し，ホ

ームページ等で発信 

 

（３）６次産業化ステップアップ支援事業 
震災で被害を受けた農林漁業者等の６次産業化に向けた構想を具現化するため，販売

ターゲットの選定，マーケティング調査等とともに，加工，デザイン，販路開拓，生産

性の向上等の実現に向けて専門家派遣による集中支援を行いました。  

〇支援対象者：３者（うち水産関係１者（（一社）浦戸夢の愛ランド））  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

（４）企業との連携による６次産業化支援 
食品事業者と連携した商品開発の実践講座の開催と食品事業者とのマッチングによる商

品試作を支援しました。  

〇商品試作支援対象事業者：３者（うち水産関係１者（ＪＦみやぎ七ヶ浜支所））  

 

（農山漁村なりわい課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

  

⑯「みやぎ漁師カレッジ」について 

（関連事業：みやぎの漁業担い手確保育成支援事業）  

１ 背景 
本県の沿岸漁業者数は，高齢化や後継者不足により減少の一途を辿っており，東日本大震災

後は，この傾向は更に顕著となっています。このため，本県水産業の持続的な発展に向けて，

新規漁業就業者の確保・育成が急務となっています。  

 

２ 事業内容と実績 
（１）就業支援体制の整備 

（公財）宮城県水産振興協会内に「宮城県漁業就業者確保育成センター」を設置し，沿

岸漁業就業に係るワンストップ相談窓口の運営やＷｅｂサイトによる求人情報の周知

等により，就業希望者・受入漁業者の支援を行いました。令和２年度は，計７０件（うち

就業希望者５３件，受入漁業者１７件）の相談がありました。  

 

（２）短期研修の実施 

東松島市及び七ヶ浜町において令和２年１１月２７日から２９日までの３日間，漁師の

仕事に興味のある方を対象とした３日間の短期研修を開催しました。県内在住の９名が参

加し，うち１名が漁業に就業しました。 

 

（３）長期研修の実施 

漁業者になることを本気で目指す希望者を対象に，令和２年６月１日から１２月１７日

まで７か月間の長期研修を開催しました。漁業後継者３名，非漁家出身者２名の計５名が

参加し，座学では宮城の漁業に関する基本的な知識を習得するとともに，一級小型船舶

操縦士等の漁業に必要な資格を取得しました。現地研修は，ノリ・カキ・ギンザケなどの

養殖業や，定置漁業などの漁船漁業を営む漁業者の指導の下で研修を実施しました。研修

終了後，５名全員が漁業に就業しました。 

 

（４）みやぎ漁業就業支援オンラインフェアの開催 

漁業就業希望者と若い担い手を確保・育成したい漁業者が，新規就業について直接相

談できる場を提供する漁業就業支援フェアを，新型コロナウイルス感染症拡大に考慮し

て，令和２年１１月にオンラインで開催しました。１２団体が各４５分のステージに

出展，２３名（各ステージ延べ５９名）が参加し，本フェア参加者１名の就業が決まり

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   短期研修でのカキ剥き体験      漁業就業支援オンラインフェア 

 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑰宮城県青年・女性漁業者交流大会について 

（関連事業：沿岸漁業担い手活動支援事業） 

１ 大会の歴史と開催の背景 
「宮城県青年・女性漁業者交流大会」は，活力ある豊かな漁村の構築に向けて情報を共有

し，漁業者の資質向上を図ることを目的とし，漁村で活躍している漁業者グループが日頃の

研究や地域活動の成果を発表する場として平成１１年から開催されています。本大会は，昭

和２８年に始まった前身の「宮城県漁村青壮年婦人活動実績発表大会（平成１０年まで計４６

回開催）」から続く伝統ある大会です。  

  

２ 大会の内容 
・大会名      第１９回宮城県青年・女性漁業者交流大会 

・日  時     令和２年８月２４日（月）  

・場  所     宮城県石巻合同庁舎 

・主催者    宮城県，宮城県漁業協同組合青年部，宮城県漁協女性部連絡協議会  

 

例年は県内各地区青年・女性漁業者や関係者含め，２００人近くが参加する本大会ですが，

令和２年は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から，活動実績の発表者と審査員のみが

出席する形式で行われました。青年グループ３団体（北部，中部，南部各１団体）及び女性

グループ１団体（南部）の計４団体が，自主的に行った漁業技術の改善や魚食普及など

の活動実績について発表しました。  

審査の結果，宮城県漁業士会南部支部の「Stop！「魚離れ」～こども食堂で美味しく・

楽しく魚食普及～」，宮城県漁業協同組合七ヶ浜支所女性部の「女性の力で浜を元気に～

魚食普及活動を通して，地元水産物のおいしさを伝えたい～」が最優秀賞に選ばれまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      活動実績発表の様子         最優秀賞受賞団体  

 

３ 第２６回全国青年・女性漁業者交流大会で農林水産大臣賞を受賞 
宮城県大会で最優秀賞となった２団体は，全国青年・女性漁業者交流大会に出場しました。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から，今回はオンラインでの開催となりました。宮

城県漁業士会南部支部の取組が，見事最高賞である農林水産大臣賞に輝きました。また，

宮城県漁業協同組合七ヶ浜支所女性部の取組は，ＪＦ全国女性連・ＪＦ全国漁青連会長賞

を受賞しました。  

 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑱  宮城県漁業士会の活動状況について 

（関連事業：沿岸漁業担い手活動支援事業）  

 

１ 漁業士会の概要 
宮城県の漁業士認定制度は昭和６１年度から始まり，累計３５５名（青年漁業士２０３

名，指導漁業士１５２名）が認定されています。漁業士会は平成２年度に創立され，３１

年目を迎えました。また，令和２年６月には新たに漁業士として計９名（指導漁業士３名，

青年漁業士６名）が認定されました。  

 

２ 主な活動 

漁業士会は発足以来，漁村地域の活性化に寄与するための様々な活動を行ってきまし

た。東日本大震災発生以降は一刻も早い生活の再建と漁業生産の再開を目指し，復旧の中

心的役割を担い復旧・復興に関する取組を展開し，震災以前に行っていた活動も徐々に再

開させてきました。しかしながら，令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により，

震災後に再開してきた研修会や他団体との交流会，青年漁業者との意見交換など多くの活

動を中止又は縮小せざるを得ませんでした。  

 

項目 内容 震災以降の状況 

研修会 漁業士の知識向上， 
沿岸漁業の課題解決に
向けた研修会を開催 

平成２３年度から継続的に実施。令和
２年度は新型コロナウイルス感染症の
影響により中止となり，農林水産省の販
売促進事業「農林水産省＃元気いただき
ますプロジェクト」に関する資料送付に
より会員への情報提供を行いました。 

先進地視察 漁業技術や新たな事業
展開などに係る視察 

平成２３年度以降中止しており，令和
元年度に再開されましたが，令和２年度
は新型コロナウイルス感染症の影響に
より中止となりました。 

ブロック研修 東北・北海道ブロック
の漁業士が地域活性化
や漁業振興について意
見交換 

平成２３年度は中止。平成２４年度以
降毎年参加しており，令和２年度は他県
で開催が予定されていましたが，新型コ
ロナウイルス感染症の影響により中止
となりました。 女性漁業士交流会 東日本の女性漁業士が

活動状況や課題につい
て意見交換 

一次産業交流会 農林業の担い手との意
見交換と交流の促進 

平成２３年度以降中止となっており，
漁業士活動の本格再開に合わせて実施
を検討していきます。 

後継者の育成指導 みやぎ漁師カレッジ，
宮城県漁協青年部主催
の水産青年フォーラ
ム，地域の漁業体験行
事等の講師を担当 

「みやぎ漁師カレッジ」において，養
殖・漁船漁業に関する実践的な技術の指
導等を行っており，令和２年度も講師を
派遣しました。水産青年フォーラム等そ
の他の活動は，新型コロナウイルス感染
症の影響により中止となりました。 

漁業士会会報「海

人」の発行 

漁業士会報を発行し，
漁業士活動を紹介 

平成２３年度以降，発行を中断してい
ましたが，平成２８年度に第１４・１５
合併号及び第１６号の発行を再開，以降
毎年１回発行しており，令和２年度は第
２０号発行となりました。 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

 

  

項目 内容 震災以降の状況 

ロゴマークの使用 ロゴマークを使用し，
宮城県漁業士会の認
知度向上を図る 

漁業士が生産した物に添付することが
できるロゴマークを，平成２９年度に作成
しました。令和元年度は新たなデザインを
追加し，漁業士に活用されています。 

 
 
 
 
 
 
 

     ＜ロゴマーク＞ 

第４０回全国豊か

な海づくり大会へ

の協力 

本 県 で 開 催 予 定 の 
第４０回全国豊かな
海づくり大会の機運
醸成に向けた取組 

令和２年度に開催が予定されていた本
大会の実行委員会等に出席しましたが，新
型コロナウイルス感染症の影響により，年
度内の大会開催は見送りとなりました。 

 

３ 支部の活動 
県漁業士会の活動と同様に，新型コロナウイルス感染症の影響により，北・中・南各支

部の活動も多くの活動が中止又は縮小を余儀なくされました。  

 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑲漁協青年部・女性部の活動状況について 

（関連事業：沿岸漁業担い手活動支援事業） 

 

東日本大震災以降，沿岸地域では漁船・漁具及び養殖施等の復旧が進み，各地域では

漁協青年部（研究会）及び女性部による活動が活発に行われてきました。しかしなが

ら，震災から１０年目となる令和２年度は，新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り，総会等の会合も書面開催とせざるを得ないなど大幅に活動が制限されることとな

りました。多くの青年部・女性部が十分に活動できない状況ではありましたが，今回は

各地区の取組の中から中部地区におけるナマコ資源の維持・増大に向けた取組を御紹

介します。 

 

 

所属団体名：宮城県漁業協同組合谷川支所青年部，石巻市東部支所研究会  

研究・実践取組課題選定の動機 

本県の重要水産資源の一つであるナマコの資源の持続的利用と資源の意識醸成を図

るため，県漁協谷川支所青年部及び石巻市東部支所研究会が人工種苗生産や中間育成，

種苗放流など，資源の維持・増大に向けた取組を展開しています。 

 

谷川支所青年部の研究・実践活動状況及び成果  

イ 採卵・幼生管理 

６月１９日に浜にあるテント式作業場でナマコの採卵を行い，確保した幼生約

１，８００千個体はパンライト水槽５００Ｌ×２基と同２００Ｌ×４基に収容しまし

た。その後，毎日，青年部員が輪番制で市販の濃縮餌料を給餌する等の飼育管理を行

いました。 

 

ロ 採苗・中間育成 

採卵から１５日程度経過し，幼生が着底期を迎えた時期に水槽に採苗器（タマネギ

袋に遮光幕を無造作に入れたもの）を投入しました（採苗）。その後も飼育管理を１

か月間続けた後，肉眼（１～２ｍｍサイズ）で確認できた稚ナマコ５９，７００個体を，

採苗器のまま鮫浦湾に沖出ししました（中間育成）。 

 

ハ 放流 

６か月間海上で中間育成し，採苗器に残っていた稚ナマコ３７１個体 (平均２０

ｍｍ)を，２月２６日に地先海面に放流しました。 

 

（参考）令和２年度ナマコ種苗生産実績 

 

 

ニ 今後の課題や問題点  

生産規模の拡大に伴う餌料費の増加や歩留りの向上，沖出し後の減耗対策が課題

となっており，今後は植物プランクトンの培養や生残率向上のための試験区を設定

するなど効率的な方法を検討していきます。 

 

谷川 R2.6.19 1,800 59,700 371 0.6% H30から試験

石巻市東部 R2.6.8 1,360 3,000 76 2.5% H30から試験

備　考

採　卵 放　流 

時　期
収容数量

（千個体）

生産数量

(個体)

放流数量

(個体)
生残率(%)
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

 

【実施状況写真】 

 
採卵誘発の状況（６／１９）稚ナマコ沖出し作業（９／２）  放流作業（２／２６） 

 

（東部地方振興事務所水産漁港部，水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

⑳水産都市活力強化対策支援事業の取組について 
 

１ 概要  
東日本大震災により販路を失った県内の水産加工業者の販路回復・拡大を支援するた

め，オンラインを活用した商談会の開催や首都圏・関西地域の大規模展示商談会への出展

支援など多様な商談機会を提供するとともに，「みやぎ水産の日」を核にした県産水産物

のＰＲ，量販店・飲食店など企業等と連携した販売・取扱促進による消費拡大の取組など，

様々な取組を実施しました。  

 

２ 主な実施内容 
（１）魚市場水揚げ強化・水産物等販売強化支援 

  魚市場関係者等による漁船誘致活動やブランド力強化等の取組への支援 

（２）商談会の開催，出展による販路開拓支援 

  ①オンライン商談会の開催 

  ②第２２回インターナショナル・シーフードショー（東京）へ宮城県ブース出展 

  ③第１８回シーフードショー大阪へ宮城県ブース出展 

（３）県産主要水産物の販路拡大支援 

  九州地方へのホヤを中心とした県産水産物の販路拡大の支援 

（４）「みやぎ水産の日」による情報発信 

  ①県産水産物メニューチラシの配布や県政だよりへの掲載，「みやぎ水産の日」を核

とした量販店等と連携した消費者への情報発信，ＰＲ活動 

  ②「みやぎ水産の日」料理教室の実施による魚食普及活動 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課） 

 

  

料理教室 

シーフードショー（東京） 

 

オンライン商談会及び現地訪問 

量販店でのＰＲ活動 シーフードショー 

（大阪） 

 

シーフードショー 

（東京） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉑九州地方へのホヤを中心とした県産水産物の販路開拓 
 

１ 目的 
 全国有数の養殖生産量を誇る宮城県産ホヤについては，震災以降，主要な出荷先であっ

た韓国による輸入規制の影響から，国内外への新たな販路開拓が重要な課題となっていま

す。 

 ホヤは，鮮度が落ちやすく，美味しい状態のまま遠隔地へ輸送することは困難でしたが，

震災後，県内の水産加工業者へ，高鮮度を保持できる冷凍設備等の導入が進み，水揚げ直

後に剥いて凍結した「お刺身ホヤ」などの加工品が，鮮度を維持したまま安定的に市場に

供給できるようになりました。 

 これを機に，これまで「ホヤ食習慣」が普及していなかった遠隔地への販路開拓として，

九州地方の量販店において，ホヤを中心とした宮城県産水産物フェアを開催するなど，消

費者に対する本県産ホヤの認知度向上に向けた取組を行いました。 

 

２ 主な実施内容 
●販店フェアの開催 

大分県，宮崎県，鹿児島県の量販店において，ホヤを中心とした県産水産物及び水産加

工品を販売するフェアを開催し，ホヤの認知度向上，販路開拓，消費拡大を図りました。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，試食提供やスタッフによる賑やかしがで

きなかったものの，ポスター掲示等でフェア開催をＰＲしました。 

 

 

【開催量販店，時期】 

エ リ ア 大分県 宮崎県 鹿児島県 

量販店名 トキハインダストリー ながやま A・コープ鹿児島 

時  期 
①11/21～23 14 店舗 

② 3/13～14 16 店舗 
12/12～13 4 店舗 

①11/14～15 4 店舗 

② 3/20～21 4 店舗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

量販店フェアにおける宮城県産水産物販売コーナー 

 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉒魚食普及の取組について 
 

１ 目的 
全国的に減少傾向にある水産物消費量を伸ばすため，本県の水産物に対する理解や，水

産物を使用した料理に慣れ親しむ機会を創出し，水産物の消費拡大を目的とした魚食普及

活動を行っています。 

 

２ 活動内容 
（１） クッキングスタジオと連携した料理教室の実施 

  「みやぎの魚」の旬や効能等について正しく理解し，将来にわたっての継続した消費

へつなげることを目的として料理教室を実施しました。 

  料理教室では，調理方法に加え，水産庁任命「お魚かたりべ」による宮城の水産物に

関する講義も併せて行いました。 

なお，新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防止の観点から調理はデモンストレー

ションのみとしました。 

 

開催実績（２回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料理教室の様子 

 

（２） 耳石ハンターの認定 

魚の耳石※（じせき）の取り方を楽しく学び，収集することを通じて「尾頭付きの魚」

を探して食べるきっかけとし，魚食や水産物への興味をもつ「さかなファン」の育成を

図るため，耳石の収集数に応じた認定を行いました。 

 

 

令和２年度の新規認定者数 

一つ星ハンター（２０種類）  ７人  二つ星ハンター（５０種類） ５人 

三つ星ハンター（１００種類） ０人 

 

 

（３）講師派遣要請(みやぎ出前講座)による魚食普及活動の実施 

県内の団体等からの講師派遣要請に応じて，水産庁認定「お魚かたりべ」である県の

職員が講師となり，出張料理教室や本県水産業に係る講義などの魚食普及活動を実施し

ました。 

※「耳石」について 

魚の頭蓋骨内（人間の内耳に当たる部分）にある炭酸カルシウムで出来た石状の組

織で，体のバランスを保つ働きをしています。また，一日に一本ずつ線状の層を形成

するため，年齢査定などの魚類研究にも活用されます。 

形や大きさ，色は魚の種類によって異なり，「魚の宝石」とも呼ばれています。 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

開催実績（３件） 

・出張料理教室 １件（利府町食生活改善推進員協議会） 

・本県水産物に関する講義 ２件（大和町消費生活講座，ｋａｆｆｅ ＴＯＭＴＥ） 

 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉓「食材王国みやぎ」魅力発信プロジェクト事業（水産物のＰＲ・

販売促進について） 

（関連事業：「食材王国みやぎ」魅力発信プロジェクト事業，地域イメージ確立推進事業，県産ブラ

ンド品確立支援事業） 

 

各種情報媒体を活用した県産水産物のＰＲや，首都圏のホテルなどが開催する県

産食材を使ったフェアにおいて県産水産物を紹介する取組を行いました。  

 

１ 各種媒体を活用した県産水産物のＰＲについて 
（１）ウェブサイトの活用 

①宮城県運営の食情報発信ウェブサイト 

「食材王国みやぎ」での紹介 

本県で水揚げされる鮮魚や海藻などのお

すすめ水産物を紹介するとともに，種類ごと

に生産地や流通時期，おすすめの食べ方など

を記載しています。 

                    

 

②ウェブサイト「ぷれ宮
み や

夢
む

みやぎ」 

「ぷれ宮夢みやぎ」では，数ある県産食材の

中から選ばれたブランド食材を紹介してい

ます。水産物では「ギンザケ」「メバチマグ

ロ：三陸塩竈ひがしもの」「カキ」「ホタテ

ガイ」「アカガイ」「ホヤ」「ワカメ」「ノ

リ」について，生産されている環境や風土，

品質の良さが伝わるよう記載しています。 

 

 

③グルメサイト 

県産魚介セットを取り寄せ，

オンラインで料理人の指南を受

けながら消費者が県産魚介の魅

力を体感する「おうちでみやぎ

フェア」を開催しました。また，

フェアで紹介したレシピ動画を

作成し，公開しました。 

 

 

（２）食の専門情報誌の活用 

  料理人や飲食店関係者など

の実需者に対する訴求効果が

高い情報誌に「食材王国みや

ぎ」の魅力を発信する広告記

事を掲載し，「メカジキ」

「カキ」をＰＲしました。 

 

 

 

「ぷれ宮夢みやぎ」厳選食材の一例  

おうちで“みやぎ”魚介セットの楽しみ方 

～サバとタコのカルパッチョサルピコンソース～  

「食材王国みやぎ」

のトップページ 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

（３）県産品モニターキャンペーンの実施   

  首都圏の試食モニター６００名へ，県産

品セット（海セット・山セット・大地セッ

ト）を郵送・試食いただくことで，「食材

王国みやぎ」の食材の魅力をPRしました。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 食材フェアを通じた水産物のＰＲについて 
水産物など県産食材を使用した，フェ

アを契機として，ホテルやレストランの

持つ「高級イメージ」や有名シェフの

「高い料理技術」といった価値を付加

し，食材の持つ魅力を首都圏の方々にＰ

Ｒしました。 

なお，首都圏のホテルやレストランな

どの調理人などを本県の生産現場へ招へ

いし，生産者と直接対話いただきなが

ら，県内の豊富で優れた食材を紹介する

予定としていましたが，新型コロナウイ

ルス感染症の拡大により中止しました。  

 

 

 

（食産業振興課） 

 

  

宮城フェア開催のチラシ  

（茶寮リビエラの庭）  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉔食産業ステージアッププロジェクトについて 
 

１ 目的 
消費者や実需者のニーズに基づき，県内食品製造業者が販路開拓をする際，「マーケテ

ィング」「商品開発」「人材育成」「販売・商談」などの各段階で生じる課題を解決し，

県内食産業の再構築を図るため，総合的な支援を行いました。  

  

２ 概要 
（１）商品ブラッシュアップ専門家派遣事業 

被災した県内食品製造業者の販路開拓に向けた商品訴求力改善のため，商品開

発などの専門家を派遣し，企業のスキル向上と販路の回復を図りました。  

（２）選ばれる商品づくり支援事業 

① 食料産業クラスター形成支援事業  

食材や商品のマッチングと企業の連携による課題解決を促すため県内食品製造

業者に対しコーディネーターを派遣するとともに，販路開拓等をテーマにしたセ

ミナーを開催しました。 

② 選ばれる商品づくり支援事業補助金  

地域の食材を活用したマーケットイン型の商品づくりを支援しました。  

（３）復興促進「商品づくり・販路開拓」支援事業補助金 

震災により販路を失った県内食品製造業者が行う，商品づくりから商談活動ま

での販路開拓活動を総合的に支援しました。 

①総合支援メニュー  ：  地域の食材などを活用した商品づくりなど  

②販路開拓活動支援メニュー  ：  

③展示･商談会開催支援メニュー：  

 

販売会，展示・商談会への出展支援  

被災した食品製造業者を対象とした展示商談

会の開催支援  

（４）商談会マッチング強化事業 

山形県等と連携して商談会を開催するとともに，首都圏においては小売業界や

外食業界向けの大規模展示商談会に県ブースを出展※ 1し，販路開拓を支援しまし

た。 

（５）首都圏販路開拓支援事業 

バイヤー向け食品ガイドブック※ 2を作成・配布し，掲載商品に対するバイヤー

の要望に応じたオンライン商談会を開催したほか，首都圏等バイヤーによる県内

視察を実施し，商談機会を創出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           

 

 

 

（食産業振興課）                                               
  

※1 スーパーマーケット・  

トレードショー宮城県ブース  ※2 食品ガイドブック 

「みやぎ食発見」 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉕県産水産物の輸出促進について 

（関連事業：輸出基幹品目販路開拓事業）  

 

 海外現地市場への定着化を図ることを目的として，ＰＲ動画制作によりＳＮＳ等と連携し

たデジタルプロモーションやオンラインやリアルでの商談会等を通じての，安全・安心で高品

質な県産水産物を海外にＰＲし，輸出促進を目指しています。 

 

１ タイにおけるプロモーション 
（１）ＳＮＳ（WEBサイトやFacebook等）を活用した情報発信 

  ・期間  ２０２０年９月から２０２１年３月まで  

  ・内容  現地向けＷＥＢサイトやFacebookにて県産 

水産物（カキ，ホタテ，サバ）の動画や情報  

を発信 

 

（２）レストランでの調理プロモーション＆商談  

●調理プロモーションイベントの開催  

   ・日程 ①２０２０年１１月１１日 

       ②２０２１年２月２４日 

   ・内容 バンコク市内レストランにて，現地のレストランやホテルオーナーを招待し，

県産水産物（カキ，ホタテ，サバ）の調理風景を見せながら，実際に料理を提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ベトナムにおけるプロモーション 
（１）ＳＮＳ（Facebook）を活用した情報発信 

  ・期間  ２０２０年１１月から２０２１年３月まで 

  ・内容  Facebookにて県産水産物（カキ，ホタテ， 

サバ）の動画や情報を発信 

 

 

（２）現地アンテナショップでのプロモーション  

  ・期間 ２０２０年１０月から２０２１年２月 

  ・内容 現地イオンモール（ハノイ及びホーチミン市内）に設置したアンテナショップ

にて県産水産物（カキ，ホタテ，サバ）をＰＲするとともに，オープニングイ

ベントにてカキを試食提供 

 

 

 

PR 動画：サバ 

PR 動画：ホタテ 

調理プロモーション(2021.2.24) プロモーションイベント(2020.11.11) 

-58-



重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

（３）オンライン商談会の開催 

  ・期間 ①２０２０年１２月１６日（ハノイ） 

②２０２１年１月８日（ホーチミン）  

  ・内容 現地のレストラン（ハノイ及びホーチミン市内）にて現地のバイヤー等を招待し，

県産水産物（カキ，ホタテ，サバ）を使用したメニューを提供しながら各事業者

とのオンライン商談会を開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ホヤの海外プロモーション 
（１）ＳＮＳ（Facebook）を活用した情報発信 

・期間 ２０２０年１０月から２０２１年１月まで 

  ・内容 Facebookにてホヤに関する情報や調理動画を発信 

 

（２）オンライン商談会の開催 

  ・期間 ２０２０年１０月２５日 

  ・内容 東京の飲食店（魚谷屋）を会場に，ベトナムのバイヤーとオンラインにて商談

会を開催。ホヤの特長や調理方法等を紹介。 

 

（３）VIETNAM-Japan Comic Fes2020でのプロモーション 

  ・日程 ２０２０年１１月２８日から１１月２９日まで 

  ・内容 ベトナムのコミックフェスにてホヤ串を販売 

 

（４）レストランでのメニューフェアの開催 

  ・日程 ①２０２０年１２月１８日から１２月２２日まで 

      ②２０２１年１月２８日 

・内容 現地のレストランにてホヤを使用したメニューを提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国際ビジネス推進室） 

オンライン商談(2021.1.8) アンテナショップイベント(2020.10.18) 

オンライン商談会(2020.10.25) PR 動画：ホヤ 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉖水産加工業者のＨＡＣＣＰ認証取得に向けた取組について 

 

１ 背景・目的 

水産物・加工品を米国，ＥＵに輸出するためには，ＨＡＣＣＰ（ハサップ）による衛

生管理が必須とされていることから，これらの国，地域への輸出に取り組もうとする事

業者が認証を円滑に取得できるよう，「水産加工業者のＨＡＣＣＰ普及推進事業」及び

「ＨＡＣＣＰ等対応施設整備支援事業」により支援を行うものです。 

 

２ 令和２年度の実績 
（１）水産加工業者のＨＡＣＣＰ普及推進事業 

   ＨＡＣＣＰに係る普及啓発を図るため，県内水産加工業者15社に対して専門講師

招聘による個別講習会を実施しました。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

ＨＡＣＣＰ個別講習会の様子 

 

（２）ＨＡＣＣＰ等対応施設整備支援事業（補助率１／２以内） 

水産加工業者が輸出先国のＨＡＣＣＰ等の衛生基準に対応した施設の新設，改修及

び機器の整備等に要する経費の一部について支援しました。 

 

補助事業者数：１者  

事業費：８１９，３８１，０００円 

 

（水産業振興課） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉗ハラール対応食普及促進事業について  
 

今後，東京オリンピック・パラリンピック大会の開催に向けて，更に増加が見込

まれる外国人旅行者への「食」に関連したおもてなし対応の普及促進を図るため，

多様な食文化・食習慣に対する県内事業者の正しい理解を深めるとともに，県産農

林水産物の魅力を生かしたメニュー・食品開発等の支援を行い，新たな食の海外市

場開拓につなげていくことを目的として下記の事業を実施しました。  

 

１  食の多様性対応オンラインセミナーの開催（３回）  

 日   付  内    容  

1 
令和２年  
９月１０日  

「基礎編」ムスリム＆ベジタリアンの食⽂化  
～多様な食⽂化を知ろう！～ハラール対応セミナー（４０名） 

2 
令和２年  
１１月１２日  

「実践編」一品からでも大丈夫！  
気軽にはじめられる世界の食文化対応（２４名）  

3 
令和３年  
１月１８日  

「発展編」食の多様性に対応した食品の輸出・販売戦略  
（１６名）  

 

２  多様な食文化・食習慣の普及・啓発動画の制作（２本）  

 動画制作  内    容  

1 基礎編  飲食店における食の多様性対応の基礎知識  

2 発展編  食の多様性対応に取り組んでいる飲食店の事例紹介  

 

３  ニーズに即したメニュー，食品開発（６メニュー，３食品）  

 メニュー，食品  内    容  

1 フカヒレお土産  
気仙沼産のフカヒレと石巻市の老舗醸造店のノンアルコ
ール醤油を組み合わせた新商品。  
（ムスリム・ヴィーガン対応）  

2 焼肉のたれ  
ムスリム，ベジタリアンが楽しめるよう，ノンアルコー
ル，ノンアニマルで開発した新商品。  
（ムスリム・ヴィーガン対応）  

3 
マーボー焼きそ
ば  

大豆ミートを使用し，ヴィーガンや中華料理に馴染みが
ないムスリムも食べられる料理として開発した新メニュ
ー。（ムスリム・ヴィーガン対応）  

4 
フカヒレ醤油  
ラーメン  

宮城県産フカヒレ，のり，三つ葉とノンアルコール醤油
を用いたスープによる新メニュー。（ムスリム対応）  

5 味噌ラーメン  
宮城県産井戸ネギとノンアルコール味噌を使ったスープ
による新メニュー。（ムスリム対応）  

6 

宮城県産牡蠣と
仙台せりの胡麻
油ペペロンチー
ノ  

宮城県産の牡蠣，仙台名物のせりを使用し，ごま油で味
付けした旬の限定メニューとして開発。※今期は 3月 1日
～ 3月末までランチで提供。来季も提供予定。  
（ムスリム対応）  

7 
チキン  
オーバーライス  

アメリカ・ニューヨークの屋台で定番のメニュー。ハラ
ールチキンを使用するとともに，ムスリムに好まれる辛
めの味付けで仕上げた一品。（ムスリム対応）  

8 
気仙沼  
オーバーライス  

チキンオーバーライスをアレンジ。気仙沼産のメカジキ
と季節ごとのシーフードをたっぷり使用した，地元の特
色が光るメニュー。（ムスリム対応）  

9 
ひとくち  
ガトーショコラ  

動物由来の原材料を一切使わずに作られた商品。宮城県
産の米粉を使用。（ヴィーガン対応）  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

４  イベント開催（２回）  

 日    付  内    容  

1 
令和３年  
２月２２日  

ムスリム，ベジタリアンなど食の多様性に対応した新メ
ニュー・商品発表及び試食会の開催（仙台エリア）  

2 
令和３年  
３月４日  

ムスリム，ベジタリアンなど食の多様性に対応した新メ
ニュー発表及び試食会の開催（気仙沼エリア）  

 

５  情報発信 ,ガイドブック制作 (２，０００部 ) 

名   称  概   要  

Miyagi Guide for 
Muslims and 
Vegetarians 
～ムスリム＆ベジタリア
ン  みやぎガイド～  

ムスリム，ベジタリアンなど食の多様性に対応し
た飲食店や宿泊施設など 71店舗・施設を紹介  
（英語・日本語併記，Ａ５サイズ）  

 

 

表紙  

 

掲載情報（ MAP）  

 

掲載情報（店舗情報等）  

 

（国際ビジネス推進室）  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉘「みやぎ水産の日」の取組活動について 
 

１ みやぎ水産の日とは 
県内産地魚市場の水揚量は震災前の水準まで回復してきており，背後地の生産体制も整

いつつありますが，震災により失った販路は，未だ回復しない状況にあります。 

そのため，県では，平成２６年１１月から毎月第３水曜日を「みやぎ水産の日」と定め，

市場や量販店などの流通業界とも広く連携して消費者（県民）に，県産の美味しい水産物

や水産加工品を知ってもらい，消費拡大につなげていくよう県産水産物の積極的な PR 活

動を進めています。 

 

２ 取組内容 
（１）ロゴマークを使用したＰＲ材の作成 

   広く県民に「みやぎ水産の日」を周知し，流通業界と一体となったＰＲ活動を展開

するため，ロゴマークを使用した様々なＰＲ材を作成しました。ＰＲ材やデザインデ

ータは配布，貸出を行い，量販店等でのＰＲに活用しています。また，むすび丸水産

バージョンの着ぐるみを活用し，県内外各地で水産物のＰＲをしています。 

 

［作成したＰＲ材など］ 

・みやぎ水産の日だより   ・お魚図鑑ポスター 

・短冊ポスター       ・大漁旗ポスター 

・イベント用ビニール袋   ・ＰＲ用ポケットティッシュ 

・ＰＲ用法被        

 

（２）メディアの活用によるＰＲ 

   各種メディアを活用し，消費者に対し｢みやぎの水産物｣をＰＲしています。 

   ・ＷＥＢ：水産の日の取組について，ホームページに掲載 

   ・ＳＮＳ：当課インスタグラム，他課Ｆａｃｅｂｏｏｋでの県産水産物の情報発信 

 

（３）みやぎ水産の日の普及活動 

   県内各地で，「みやぎ水産の日」のＰＲイベントを実施しています。 

   ・みやぎ水産の日まつり 

   ・河北カルチャーセンターと連携した「海の幸料理教室」 

   ・市内でのみやぎ水産の日だよりとティッシュの配布 

   ・量販店と連携した「みやぎ水産の日」のＰＲ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

（水産業振興課） 
 

 

  

みやぎ水産の日まつり 海の幸料理教室 
量販店での 

「みやぎ水産の日」ＰＲ 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉙第４５回宮城県水産加工品品評会の開催について 
 

本県水産加工業の振興を目的に，関係団体との共催により，第４５回宮城県水産加工品

品評会を開催しました。  

県内の水産加工業者から１１０品の出品があり，最高賞である農林水産大臣賞を受賞し

た加工品は，令和３年１１月に開催予定の第６０回農林水産祭に出展されます。  

１ 目  的  近年の水産物需要の多様化に対応した水産加工新製品の開発並びに
製品改良及び品質向上を促進し，消費者ニーズを把握して本県水産加
工品の消費拡大を図ることによって，本県の代表的地場産業である水
産加工業の振興に寄与する。 

２ 開 催 日 令和３年１月２６日（火）  
３ 開催場所 石巻市水産総合振興センター（石巻市魚町２丁目１２－３） 
４ 主  催 宮城県水産加工業協同組合連合会，宮城県水産加工研究団体連合会，

宮城県 
５ 主な受賞品 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

水産庁長官賞 ３点  

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

宮城県知事賞 ３点  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出品者：株式会社ヤマナカ 
出品物：ＯＹＳＴＥＲ ＰＡＴＥ（牡蠣のパテ） 
出品者コメント 

宮城県産の牡蠣（ＡＳＣ認証）を秋保醸造所の白ワイン
と生クリームでじっくり煮込んでペースト状にし，蔵王山
麓バターとブレンドしたこだわりの一品です。風味付けに
バジルやオリーブオイルを加え，主原料を宮城県産にこだ
わって仕上げた，バジルとワインとバターが香る贅沢な牡
蠣のパテです。 

 

農林水産大臣賞 １点 

株式会社髙政  

ぷちあげ わかめ  
末永海産株式会社 

はらこ飯の素 

株式会社海祥  
海美漬（うみづけ）  
～５種の海鮮丼～  

 

海鮮せんべい塩竈株式会社  
うみのせんべい屋さん  

えび味・ほたて味  
 

大弘水産株式会社  

三陸燻香炙りさば
（桜燻し）  

 

株式会社鮮冷  
国産魚の煮付けシリーズ  

（真いわし）  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

宮城県議会議長賞 ２点  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課） 

 

  

株式会社仙水フーズ  

金華さば糀味噌漬  

（宮城県産大豆・米使用）  

一般社団法人カイタク  

ほや味噌  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉚県産水産物の学校給食への提供について 
 

１ 概要  
新型コロナウイルスの影響で，インバウンドや外食需要の減少により消費が落ち込んだ

県産水産物の消費拡大を図るとともに，水産業について児童生徒等の理解醸成を図るた

め，国の経済対策予算を活用して，県内の小中学校等の学校給食に県産水産物を提供する

「県産水産物学校給食提供等緊急対策事業」を実施しました。 

 

２ 主な実施内容 
（１）学校給食への提供支援 

県内小中学校及び県立学校等の給食に，ギンザケ，メカジキ加工品，めかぶ，ほや，

笹かまぼこを提供した団体を支援しました。 

令和２年７月から令和３年２月にかけて，４４８校，延べ約２９万５千人の児童・生

徒等に県産水産物が提供されました。 

 

（２）食育教材の配布 

県産水産物等を紹介する食育教材（パンフレット）を作成し，本事業で県産水産物を

提供した全学校に配布しました（約１４万５千部） 

 

（３）出前食育授業の実施 

県産水産物の学校給食への提供と併せて，仙台市立小学校２校において，給食時間に

校内放送を活用した出前食育授業を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課） 
  

県産水産物を使用した献立 

県産水産物提供と併せて実施したみやぎの水産業に関する出前授業 

県産水産物提供校に 

配布したパンフレット 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉛県産水産物の需要喚起について  
 

１ 概要  
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，消費者の活動自粛や内食化が進み，水産

物についても外食消費量が減少しました。また，内食向けについても，保存の利く水産加

工品等の消費は伸びているものの，生鮮魚介類の消費は低迷しています。  

このような，消費減退によって生じた県産水産物，水産加工品の需要喚起を図るため，

国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した「県産水産物需要喚起

事業」において，県内量販店におけるキャンペーンや県産水産物を使用した料理教室の開

催，飲食店における県産水産物の仕入費用の支援を実施しました。 

 

２ 主な実施内容 
（１）量販店におけるプレゼントキャンペーン  

令和２年１１月から令和３年１月にかけて，県内量販店５社（イオン，ヨークベニマ

ル，みやぎ生協，ウジエスーパー，ヤマザワ）５０店舗及び EC サイト３社において，県

産水産物購入者に対して，抽選で県産水産加工品等をプレゼントするキャンペーンを実

施しました。 

 

（２）全国クッキングスタジオでの PR 

北海道から九州にかけて幅広く料理教室を展開する株式会社ホームメイド  クッキ

ングとタイアップし，令和３年１月に，同社会員１９３名を対象に，県産タラ，カキ，

ワカメを使った料理講座を全国１０か所のスタジオで開催しました。 

 

開催スタジオ：仙台，高崎市（群馬県高崎市），有楽町（東京都千代田区），船橋（千

葉県船橋市），横浜（神奈川県横浜市），柏（千葉県柏市），名古屋（愛

知県名古屋市），梅田（大阪府大阪市），大宮（埼玉県大宮市），立川

（東京都立川市） 

 

（３）県内飲食店における県産水産物需要喚起 

令和２年１１月から令和３年１月にかけて，県内飲食店６３４店参加による，県産食

材を使ったメニューフェア「みやぎイートエール」を開催し，県産食材の需要喚起，消

費拡大を図りました。また，参加店舗のうち，県産水産物を使用したメニュー展開をメ

インで実施した１０７店舗に対し，県産水産物の仕入費用を助成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課） 
  

量販店キャンペーンを PR 

県産水産物需要喚起事業ロゴ

マーク 

料理講座の開催  イートエールキャンペーン  
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

㉜第４０回全国豊かな海づくり大会について 

 

１ 大会の趣旨 
全国豊かな海づくり大会は，水産資源の保護・管理と海や湖沼・河川の環境保全の大切

さを広く国民に訴えるとともに，つくり育てる漁業の推進を通じて，漁業の振興と発展を

図ることを目的として，昭和５６年から継続して開催されている四大行幸啓の一つです。 

本大会では，大会の開催趣旨に加え，東日本大震災の際に全国からいただいた多くの支

援への感謝の気持ちを伝えるとともに，復興が進んだ本県水産業の姿を全国に発信する絶

好の機会と捉え，豊かな自然と歴史有る文化に育まれた宮城の魅力，そして，本県自慢の

「食」の魅力も発信することとしています。  

なお，本大会は令和２年９月に開催を予定しておりましたが，新型コロナウイルス感染

症の影響により，１年延期となりました。  

 

２ 概要 
（１）開 催 日 

令和３年１０月２日（土）・３日（日）  

（２）開催場所 

式典行事       マルホンまきあーとテラス（石巻市複合文化施設）  

海上歓迎・放流行事  石巻市水産物地方卸売市場石巻売場・石巻漁港  

関連行事       石巻会場「中瀬公園」，仙台会場「西公園」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マルホンまきあーとテラス       石巻魚市場・石巻漁港 

（３）行事内容 

 

行事名 内 容 

式典行事 

資源管理や漁場保全等に功績のあった団体の表

彰，最優秀作文の発表，漁業後継者の決意表明や大

会決議等を行います。 

海上歓迎・放流行事 

漁業関係者等の協力を得て，海上歓迎パレードを

行うとともに，次世代へ豊かな海を継承するため本

県の主要な栽培漁業種であるホシガレイ及びヒラメ

の稚魚の放流を行います。 

関連行事 

大会映像放映，大会を記念した絵画・習字等コン

クールの入賞作品の展示のほか，本県水産業の環境

保全等の取組の紹介，農林水産物の販売等を行い，

本県の魅力をＰＲします。 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

３ 令和２年度の取組 
（１） 実行委員会会議の開催 

会議名 開催日 主な内容 

総会 

第５回総会 R２.８.３ 本大会令和２年９月開催の見送りについて  

第６回総会※ R３.１.５ 
開催内容の変更について 

・開催規模（招待者数）の縮小 など 

第７回総会※ R３.３.３１ 実施計画の改定について 

※新型コロナウイルスの感染拡大防止のため，書面により決議。  

 

（２）開催記念イベント 

本大会の開催に当たり，全県的な機運醸成を図るとともに，関係団体や地域がより一体

となった盛り上がりを創出するため，開催記念イベント「海づくり大会に向けてカウント

ダウン３・２・１ＧＯ」を開催しました。 

開催期間：令和３年２月１日（月）から５日（金）まで（５日間）  

開催場所：宮城県行政庁舎１階県民ロビー及び２階講堂  

開催内容： 

【ステージイベント】２月１日（月）  

２階講堂で大会概要紹介，ギネス世界記録「折り紙で作った魚の最多展示数」紹介，

「大会ＰＲ・復興支援感謝動画」の放映，気仙沼市出身のシンガーソングライター熊

谷育美氏による大会イメージソング『海よ』披露・ミニライブ，「大会記念弁当」の

抽選会を行いました。また，宮城県漁業協同組合の協力により，「ノリ・カキ汁」２

５０食のおふるまいも行いました。  

【県内物産品販売会】２月１日（月）から５日（金）まで  

１階県民ロビーで各地域の特色ある水産加工品のほか，農林水産物やこけしなどの

伝統工芸品の販売会を実施しました。  

（３）「大会ＰＲと復興支援感謝動画」の制作・公開 

復興支援への感謝を込め，よみがえりつつある「みやぎの豊かな海」と「本県水産業の

明るい未来」，そして大会開催の意義や概要などを紹介する動画を制作し，動画投稿サイ

ト「YouTube」で配信を行いました。 

（４）大会記念リレー放流 

本県の海面及び内水面の各漁業協同組合，自治体及び学校等の協力のもと，児童等によ

る稚魚の放流を計１１回（海面５回，内水面６回）実施しました。  

（５）海洋プラスチックゴミ削減に向けた取組  

大会ＰＲと水産資源の保護・環境保全に関する啓発活動の一環として「宮城海ごみな

くし隊」及び七ヶ浜町と連携し，海浜清掃と稚魚の放流を実施しました。  

開 催 日：令和２年１０月３１日（土） 

開催場所：七ヶ浜町菖蒲田浜 

（６）むすび丸と県内市町村キャラクターを活用した広報業務  

新型コロナウイルス感染症の影響により，イベント等で大会ＰＲを実施することが困

難な状況にあったことから，県内５市町の協力を得て，むすび丸と各市町キャラクター

を活用した大会広報及び市町ＰＲを実施しました。  

（７）ホームページ等を活用した情報発信  

県ホームページや大会公式ホームページ，公式ＳＮＳ（Facebook，Instagram），県広

報誌等を活用し，大会情報を広く発信しました。  

 

４ 今後の取組 
大会の開催に向けて，万全な新型コロナウイルス感染症対策を講じながら，着実に準備を

進めていきます。 

 

（全国豊かな海づくり大会推進室） 
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重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

 

㉝カワウによる内水面漁業被害対策について 

 

１ 背景 
カワウは東日本大震災により，主な生息域であった海岸林が消失したことに伴い，生息域

を内陸部に移動したと考えられており，近年，県内の河川において水産資源の食害が報告さ

れるようになりました。カワウによる被害は，内陸部の地域振興の一端を担う内水面漁業の

維持・安定を図る上で大きな障害となっています。  

このことから，県では，被害の拡大を防ぐため，内水面漁協と連携し，被害量の把握を経

年的に実施することでより効果的な被害対策につなげています。  

 

２ カワウとは 
体長約８０ｃｍ，体重約２ｋｇの大型の水鳥で，水辺の樹木にねぐ

らやコロニーを形成し，半径１５ｋｍ圏内の水面に飛来・潜水し，水

生生物を捕食します。 

県自然保護課による生息状況調査では，本県における生息数は

１，５００羽弱と推定され，全国的にも増加傾向にあります。             

 

３ 取組内容 
環境省が主催する東北カワウ広域協議会に参加し，国及び隣県との広域連携体制を

強化したほか，宮城県カワウ対策協議会を設置，開催し，令和３年度の施行に向けて

カワウ適正管理指針（案）を協議しました。また，名取川水系において内水面水産試

験場によるカワウの胃内容物解析調査を行い，調査結果を基に被害額の推定を行いま

した。漁協が放流しているアユ及びサケ稚魚を対象とし，国が示す以下の計算式を用

いて，令和２年度のカワウによる内水面漁業被害金額について推定しています。 

 

被害金額※＝（１日当たりのカワウの飛来数）×（飛来日数）×（１羽当たり１日

の捕食量（５００ｇ））×（捕食される魚種別重量比）×（魚種別単価）  

・令和２年５月～１１月における名取川でのアユの被害額は，約１０，６６０千円

と推定されました。被害にあったアユが全て放流魚と仮定すると，放流魚の被害

額は放流金額を超えますが，名取川には天然アユも遡上するため，被害額には天

然アユも含まれます。 

・令和３年２月における名取川でのサケ稚魚の被害額は，約１４８千円と推定され，

これは，漁協による放流尾数の１９％（５７万尾）に相当します。 

※  令和２年度のカワウの胃内容物サンプルに時期の偏りがあったことから，令和元年度及び令和２年度

のデータを用いて算出しました。  

※  上記計算式による被害金額は，「真のカワウによる漁業被害額」ではなく，「カワウによる漁業被害

量の指標値」であることに注意。  

 

４ 今後の展望 
カワウ対策については，漁業被害が最小限になるよう個体群を管理し維持していく

ことが目標となります。 

今後は，全県的な被害実態の把握に努めるとともに，関係各所と協力し，被害の軽

減を目的とした効果的な対策手法の検討，適正な個体数の管理を図っていきます。 

 

（水産業振興課） 

  

-70-



重点施策Ⅲ－令和２年度の主な取組－ 

 

㉞アユの遡上を促すための簡易魚道の開発 

 

１ 川を遡るアユを待ち構える堰堤 
 内水面漁業振興にとって大変重要な魚種である

アユですが，一生を川で過ごすわけではなく，仔稚

魚期を海で過ごし，５月から７月頃に川を遡上する

という生活史をもっています。 

 川に入ったアユは底石に付着した藻類を食べる

ために上流を目指して遡上しますが，堰堤によって

分断された流れを越えられず，行き詰まってしまう

ことがあります。これによって堰堤下にアユの群れ

が滞留すると，餌不足による成長不良やカワウ等の

食害 , 渇水による斃死事故などが発生してしまい

ます。そのため，堰堤には魚の遡上を助けるために

魚道が設置されていますが，構造上の問題や老朽化によりアユの遡上が困難となっている場合

があります。魚道の改修や新設には多くの費用と時間を要することから，内水面水産試験場で

は施工されるまでの解決策の１つとして簡易魚道を設置し，アユの遡上が促されるのかを検討

しました。 

 

２ 簡易魚道の作製と遡上効果の評価 
野外試験として，広瀬川の郡山堰に角形ハー

フパイプ式簡易魚道を設置しました。しかし，

アユの簡易魚道の利用を確認することはできま

せんでした。 

野外試験の結果を受けて，角形ハーフパイプ

式簡易魚道をアユが利用可能か確認するため，

内水面水産試験場内で遡上実験を実施しまし

た。コンクリート水槽内に角形ハーフパイプ式

簡易魚道と円形ハーフパイプ式簡易魚道を設置

し，傾斜角２５度，３０度の条件でアユが遡上

できるかを調べました。その結果，傾斜角２５

度の場合，角形ハーフパイプ式簡易魚道は円形

ハーフパイプ式簡易魚道に比べてより多くのア

ユが利用できることが明らかになりました。し

かしながら，アユが魚道の入り口を見つけにく

い様子が観察されたことから，アユの利用性向

上が課題となりました。 

令和３年度は，アユがより遡上できるよう改

良を加え，内水面漁業協同組合等への普及に向

けて取り組むこととしています。  

 

 

 

 

   （水産技術総合センター内水面水産試験場）  

 

角形ハーフパイプ式簡易魚道  

 

遡上期のアユ  

 
場内に設置した簡易魚道  
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[重点施策Ⅳ］ 安全・安心な生産・供給体制の整備  

（１）養殖業【Ｐ７５－７９】 

  ①養殖水産物の安全・安心の確保 

   食中毒の原因となる貝毒やノロウイルスについて，宮城県漁業協同組合と連携し

て,効果的な監視体制を維持し，貝毒検査などの結果を共有するとともに，ホームペ

ージなどにより県民への情報提供を行い，食中毒の未然防止に努めました。  

   令和２年度の貝毒などの検査結果は下記のとおりです。  

   ①麻痺性貝毒：１６７回検査（うち規制回数２９回） 

   ②下痢性貝毒：７５回検査（うち規制回数７回） 

   ③貝毒プランクトン調査：８１回調査 

   ④ノロウイルス自主検査：６７１回検査（うち陽性反応１２検体） 

    ※④は令和２年１０月から令和３年３月までの集計値 

 

（２）流通加工【Ｐ８０】 

  ①水産物の放射能対策 

   東日本大震災に伴う東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所事

故により，周辺環境に放射性物質が放出されたことを受け，平成２４年４月１日に放

射能セシウムの新たな基準値（放射性セシウム１００ベクレル／ｋｇ）が設定されて

います。県では一般食品に含まれる放射性セシウムの基準値を超える水産物が市場に

流通することがないよう，平成２４年度から水産技術総合センターにゲルマニウム半

導体検出器を設置し，精密検査を実施しているほか，魚市場などにおいて簡易放射能

測定装置によるスクリーニング検査を実施するなど検査体制を強化しました。令和元

年度においてもこの体制による検査を継続して実施しました。 

   令和２年度は，県内の主要な５魚市場（石巻，塩釜，気仙沼，女川，南三陸）など

に水揚げされる水産物の安全性を確認するため，ゲルマニウム半導体検出器による精

密検査を１，７９６件，簡易放射能測定装置による検査を１１，４７４件実施しまし

た。あわせて，県調査指導船を活用し放射能検体用サンプルを定期的に採取し，継続

的な検査を行ったほか，市場仲買人などに検査結果を情報提供することにより円滑な

取引の確保に貢献しました。検査結果はホームページなどで公表し，県内水産物の安

全性を県内外はもとより海外にもアピールしました。 
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宮城県における水産物の調査結果①（平成２３年度から平成２７年度まで）  
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令和２年度の主な事業  

課   名 
事業費（千円） 

［決算額] 
事  業  名  等 

水産業振興課 

 

 

２３，４５９ 

 

 

県単独試験研究費（再掲） 

水産物安全確保対策事業 

水産物放射能対策事業 

水産業基盤整備課 

 

５，００６ 

 

有用貝類毒化監視・販売対策事業 

 

※過年度繰越がある場合は過年度繰越を含む金額を記載しています。 
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重点施策Ⅳ－令和２年度の主な取組－ 

①養殖水産物の安全・安心の強化（貝毒・ＮＶ対策等）について 
（関連事業：有用貝類毒化監視・販売対策事業，生ガキ衛生管理対策事業） 

【宮城県における貝毒対策について】 

１ 貝毒とは 

 貝毒による食中毒は，二枚貝等が餌として貝毒原因プランクト

ンを食べることで毒素を一時的に蓄積し，毒化した貝を食べた人

が中毒症状を起こす症状です。二枚貝自身には毒素を作り出す能

力はありません。 

国内には下痢性貝毒と，まひ性貝毒の２種類があります。下

痢性貝毒の中毒症状は下痢や腹痛等，まひ性貝毒の中毒症

状は手足のしびれやまひ，重症の場合，呼吸困難などを引き

起こすことがあります。 

  

２ 宮城県の貝毒対策 

 県では，宮城県漁業協同組合と連携しながら貝毒対策に取り組んでいます。 

カキ，ホタテガイ，アサリ，ムラサキイガイ，アカガイ，ウバガイ (ホッキガイ)，コ

タマガイ，アカザラガイ及びヤマトシジミの９種類の二枚貝，並びにトゲクリガニ及

びマボヤを対象に年間検査計画に基づき定期的に貝毒検査を実施し，安全性の確保に

努めています。 

また，県の水産試験場では貝の毒化傾向把握のため，貝毒原因プランクトンの発生

状況調査を定期的に行っています。 

これらの貝毒検査結果やプランクトン調査結果は県の公式 HPで公開し，貝毒食中毒

の未然防止に向けて取り組んでいます。 

県では令和２年度，まひ性貝毒検査を１６７回，下痢性貝毒検査を７５回，貝毒プ

ランクトン調査を北中南部で合計８１回実施しました。 

 

３ 出荷自主規制・出荷自粛について  

貝毒検査によって，検出された毒量が国の出荷自主規制値を超える値 ※ 1となった場

合，県は県漁協等に対し，生産海域毎，種類毎に検査結果判明日より出荷自主規制を

要請します。 

また県の指針により，検出された毒量がイエローライン（出荷自粛）の値 ※ 2に該当

した場合，県は県漁協等に対し注意喚起を行います。これを受け，県漁協は関係

支所等と協議し，出荷自主規制と同様の措置をとります（業界の自主的な出荷自粛）。 

 

４ 出荷自主規制・出荷自粛の解除について  

 出荷自主規制は，貝毒量が規制値以下となり，かつ，１週間後及び２週間後の検査

においても同様の場合解除されます。 

※1 出荷自主規制は，まひ性貝毒が可食部１ｇ当たり４．０ＭＵを超える値，下痢性

貝毒は可食部１ｋｇ当たり０．１６ｍｇＯＡ当量を超える場合。 

※2 出荷自粛は，まひ性貝毒量が可食部１ｇ当たり３ＭＵを超え，４．０ＭＵ以下，

下痢性貝毒量は可食部１ｋｇ当たり０．０９ｍｇＯＡ当量を超え，０．１６ｍｇＯＡ

当量以下の場合。 

 

 

図１ 貝毒原因プラ

ンクトン（左：まひ

性，右：下痢性）  
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重点施策Ⅳ－令和２年度の主な取組－ 

表１ 貝毒の出荷自主規制・出荷自粛について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【宮城県におけるカキのノロウイルス（ＮＶ）対策について】 

１ カキのＮＶについて 

 本県の主要養殖品目であるカキの生産量は広島県に次いで全

国２位であり，生産量の約８割が生食用として出荷されていま

す（令和２年度漁期生産量（３月末現在）：１，２５５トン）。 

しかしながら，ＮＶによる食中毒が発生することもあること

から，生食用カキ出荷を主体とする本県では，県及びカキ生産

者団体（宮城県漁業協同組合等）が連携してＮＶ自主検査を継

続して実施しています。 

  

 

２ ＮＶ検査について 

現在，「生食用かきのノロウイルス対策指針」に基づき，カキ漁期（９～５月）において，

１４海域以上で生産者団体によるNV自主検査を毎週実施しています。検査結果が陰性の場合は

生食用，陽性の場合は加熱用と海域毎の検査結果に応じて出荷しています。 

 本県では，令和２年度に６７１回の検査を実施し（令和２年度漁期３月末現在），検査結果

も全て公開するなど，全国的にも高い水準の食の安全・安心対策を講じています。 

  

 

 

毒の種類 単位 出荷可能
イエローライン
（出荷自粛）

出荷自主規制値

まひ性 MU/g 3.0以下 3.0を超え，4.0以下 4.0を超える値

下痢性 mgOA当量/kg 0.09以下 0.09を超え，0.16以下 0.16を超える値
※「以上，以下」はその値を含む。「超える」はその値を含まない。

カキ  

平成１１～令和２年度における下痢性及びまひ性貝毒による出荷自主

規制件数の推移（縦軸：自主規制件数，横軸：年）  
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重点施策Ⅳ－令和２年度の主な取組－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業基盤整備課） 

 

  

平成２２～令和２年における NV 陽性率の推移（縦軸：陽性率（％），横軸：月）  
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重点施策Ⅳ－令和２年度の主な取組－ 

②有用貝類毒化監視に関する調査について 

 

１ 事業の概要 

 本県では主に下痢性貝毒及びまひ性貝毒が発生し，

水産技術総合センターでは，その原因となるプランク

トンの出現状況を毒化指標種であるムラサキイガイの

貝毒量とともに定期的に調査し，関係機関に情報提供

することで，宮城県産貝類の食品安全の確保に努めて

います。また，貝毒に関するさまざまな試験・研究に

取り組み，貝毒監視体制の強化と安全性

の向上，貝毒による漁業・養殖業損害の軽

減に努めています。近年は，まひ性貝毒が

発生し，漁業被害が生じています。 

  

 

２ 令和２年に発生したまひ性貝毒によるマボヤの毒化 

 令和２年は平成３０年に引き続き

本県の北部・中部海域においてまひ

性貝毒が発生し，これら海域におけ

る規制件数も過去最多となりました

（図１）。これまでのホタテガイ，

カキ，ムラサキイガイに加え，令和

２年にはマボヤの規制値を超える毒

化が確認されました。マボヤの毒化

は全県的にまひ性貝毒が発生した平

成３０年にも確認されましたが，規

制値を超える毒化は県内では初めて  

です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原因となるAlexandrium属プランクトン及び毒化指標種のムラサキイガイのモニタリン

グ調査定点で，貝毒検査を定期的に行っているホタテガイのデータがそろう女川湾の海域

の結果（図２）を見ると，いずれの年も，ホタテガイ及びムラサキイガイの毒量のピーク

左図：下痢性貝毒原因プランクトン

（Dinophysis fortii）  

右図：まひ性貝毒原因プランクトン  

(Alexandrium catenella (旧称 tamarense)) 

令和２年  平成３０年  

図１ . １９９２年以降の宮城県内における貝毒

の規制件数の推移  

図２ . 平成３０年と令和２年の塚浜定点におけるまひ性貝毒原因プランクトン

(Alexandrium spp.)の出現状況及びムラサキイガイの毒化傾向と，女川湾の海域の

ホタテガイ及びマボヤのモニタリング結果  
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重点施策Ⅳ－令和２年度の主な取組－ 

は原因プランクトンの出現密度のピークに近い時期でした。ホタテガイの最大毒量は令和

２年が高い傾向にありましたが，ムラサキイガイは両年でほとんど変わりませんでした。

一方，マボヤでは平成３０年については僅かに毒化したものの，貝毒が検出された時期は

プランクトンの出現密度のピークではなくむしろ前半でした。これに対して令和２年は他

の貝種とほぼ同様にプランクトンの出現密度のピークに近い時期に最大毒量となりまし

た。このことから，マボヤの毒化は二枚貝類と異なる毒化機序があると考えられますが，

本県ではマボヤの麻痺性貝毒による毒化例が少なく，引き続きマボヤの貝毒についての知

見の蓄積は今後の課題と考えています。  

 

３ まひ性貝毒の発生状況とシスト調査結果について 

平成３０年は広範囲かつ長期にわたるまひ性貝毒の発生があり，中北部海域を中心に多

くの海域でAlexandrium属プランクトンのシスト(種)密度の増加が見られました。翌年の令

和元年にはまひ性貝毒の発生が減少したことから，シストについても減少傾向にありまし

たが，令和２年に再び大規模なまひ性貝毒が発生しました。このことから，令和２年につ

いてもシストの残存状況についての調査を実施しました。その結果，令和２年は仙台湾や

気仙沼湾を除き多くの海域で令和元年と比較し宮城県沿岸全域でシストの密度が低下傾

向にありました（図３）。しかし，シストは依然として全ての海域で確認されており，今

後についても，注意深く原因プランクトンのモニタリングを継続していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター・水産技術総合センター気仙沼水産試験場） 

 

  

図３ . 平成３０年，令和元年及び令和２年の Alexandrium 属プランクトンシストの

分布状況  
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重点施策Ⅳ－令和２年度の主な取組－ 

 

③水産物における放射能対策について 

（関連事業：水産物安全確保対策事業） 

１ 新基準値の設定 
国では，食品中の放射性物質の暫定規制値を設定し，安全性の確保を図ってきましたが，

より一層の安全性の確保と長期的な観点での対策が必要として，平成２４年４月から５００

ベクレル／ｋｇとしてきた規制値を１００ベクレル／ｋｇとして新たな基準値を設定しま

した。 

 

２ 新基準値に対する県の対応 
１００ベクレル／ｋｇを超える水産物を

市場に流通させないための検査体制・管理

体制を構築し，安全安心な本県産水産物を

消費者に供給することが不可欠であること

から，県では，平成２４年３月２３日から

漁業団体，流通加工団体など水産関係団体

（２３団体）が一堂に会する「宮城県水産

物放射能対策連絡会議」を設立し，調査体

制を強化するとともに１００ベクレル／ｋ

ｇ未満の値でも出荷自粛・操業自粛の是非

を検討するなど，本県水産物の安全性確保

に努めています。 

 

３ 検査体制の強化 
 本県海域を７つに区分し，令和２年度も，本県の主要水産物

などを対象とした検査計画に基づき，ゲルマニウム半導体検出

器（水産技術総合センター），簡易測定器（魚市場などに貸与）

により毎週検査を実施し，ゲルマニウム半導体検出器により

１，７９６検体（水産庁及び宮城県漁業協同組合検査分を含

む。），簡易測定器により１１，４７４検体を検査した結果，

全て不検出又は規制値以下となりました。今後も引き続き検査

を実施し，本県水産物の安全性や信頼性の確保に努めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課） 

県水産技術総合センターに

設置されたゲルマニウム半

導体検出器（精密検査用）  

石巻魚市場に設置されている

連続個別非破壊放射能測定シ

ステム（簡易検査用）  

検査結果を踏まえた水揚自粛措置等

定
期
的
に
検
査
を
実
施

１００ベクレル/kg

以上の値が検出
（１地点）

１００ベクレル/kg

以上の値が検出
（数地点）

当該品目の水揚自粛要請（県）

原子力災害対策基本法に基づ
き、出荷制限指示（国）

国の指示に基づき当該品目の
出荷自粛要請（県）

水

揚

げ

自

粛

１００ベクレル/kg
に近い値が検出

宮城県水産物放射能対策連絡
会議から水揚自粛を要請

※ 著しく高い値が検出されると、国から摂取制限指示
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[水産基本計画（第Ⅱ期）で設定した目標指標の総括］ 

（１）復旧・復興が進んだ宮城の水産業 

  水産基本計画（第Ⅱ期）では，「宮城県震災復興計画」に準じて計画期間を区分し，

平成２６年度から平成２９年度までを「再生期」，平成３０年度から令和２年度までを

「発展期」としました。 

  目標指標は，統計データが確認できる項目として，「漁業産出額」「水産加工品出荷

額」「主要５漁港の水揚額」「沿岸漁業新規就業者数」の４つを設定し，その数値を再

生期の最終年である平成２９年度までに平成２２年度の実績値に近づけることを目標

としました。 

重点施策ⅠからⅣに沿った各種事業により復旧・復興に取り組み，産業規模はおおむ

ね震災前の水準まで回復しました。 

 

 １）漁業産出額 

   本県の水産業が将来にわたって安全で良質な水産物を安定的に供給し，地域社会に

貢献する活力ある産業として発展している事を示すわかりやすいデータとして漁業

産出額を目標指標として設定しました。  

操業に必要な漁船や漁具・養殖施設等の取得・整備，経営体の法人化・協業化，施

設の共同利用化，種苗の共同購入，漁場の効率的な利用など，生産の合理化が進んだ

ことから平成２９年までに漁業産出額は震災前の水準に回復し，第Ⅱ期計画の目標を

達成しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

  

※国が公表する統計値に修正があったことから，計画策定時に掲げた目標値  

（平成２２年統計速報値）と平成２２年実績値は一致しません。

資料：農林水産省「漁業産出額」

震災前
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H30 R1 R2
実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 目標値 到達状況 実績 実績 実績

524 385 393 438 473 530 527 564 524 ◎ 563 585 未公表

247 53 107 133 196 206 233 256 253 ◎ 226 250 未公表

771 438 500 571 669 736 760 820 777 ◎ 789 835 未公表

区分
復旧期 発展期

H29（目標年度）
再生期

（単位：億円）

合計

海面養殖業

海面漁業
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 ２）水産加工品出荷額 

   水産加工品は，本県の食料品出荷額のうち約半数を占めていることから，水産加工

業は沿岸地域における重要な基幹産業の一つとして位置付けられています。  

沿岸地域のインフラ復旧とともに，加工施設の復旧や販路回復の指標として，水産

加工品出荷額を震災前のレベルにまで回復することを目標として掲げました。  

漁港・魚市場の復旧とともに，個々の水産加工業者の施設・設備についても復旧整

備はおおむね完了しました。加えて，震災後に失われた販路の回復・開拓に向けた商

談会への参加や米国等への輸出に必要なＨＡＣＣＰ認証取得など，様々な取組が進

み，水産加工品出荷額は平成２９年には震災前（平成２２年）の約９割まで回復しま

した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

震災前
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H30 R1 R2
実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 目標値 到達状況 実績 実績 実績

2,582 1,227 1,400 1,578 1,721 2,238 2,133 2,343 2,582 ○ 2327 2,324 未公表

H29（目標年度）

金額

（単位：億円）

区分
復旧期 再生期 発展期

資料：宮城県「宮城県工業統計調査」
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 ３）主要５漁港の水揚額 

   水揚の核となる魚市場の受入機能に加え，加工，流通，販売，消費の各機能が復旧

・復興していることを総合的に把握する指標として，特定第３種漁港である気仙沼・

石巻・塩釜に女川・志津川を加えた主要５漁港の各魚市場の水揚額を目標指標としま

した。  

   漁業の再開に合わせて，主要５漁港には高度衛生管理型魚市場が整備され，水揚さ

れた水産物を利用する水産加工業者の施設・設備についても復旧整備が進んだことか

ら，平成２９年までに主要５漁港の水揚額は震災前の水準に回復し，第Ⅱ期計画の目

標をおおむね達成しました。  

   なお，令和元年以降の主要５漁港の水揚額についてはサンマ，サケ，イカナゴ等の

不漁により過去数年を下回る結果となったことから今後の動向を注視する必要があ

ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：宮城県「水産物水揚統計」

震災前
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H30 R1 R2
実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 目標値 到達状況 実績 実績 実績

602 255 437 482 531 591 567 607 602 ◎ 580 496 490

（単位：億円）

区分
復旧期 再生期 発展期

H29（目標年度）

金額
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 ４）沿岸漁業新規就業者数 

   水産物を持続的かつ安定的に供給していくためには，漁業後継者の確保と育成が必

要であることから，沿岸漁業新規就業者数を目標指標として設定しました。  

   平成２４年度は国の漁業復興担い手確保支援事業などにより，一時的に新規就業者

が増加したと考えられます。その後，後継者対策として，平成２８年に公益財団法人

宮城県水産振興協会に「宮城県漁業就業者確保育成センター」を設置し，沿岸漁業の

就業希望者向けのワンストップ相談窓口を開設したほか，漁業研修の場となる「みや

ぎ漁師カレッジ（短期・長期研修）」を開講しました。さらに，就業のマッチングの

場として「漁業就業支援フェア」を開催し新規就業者の確保を支援しました。その結

果，沿岸漁業新規漁業就業者数は震災前の水準である２５人を上回りました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮城県調べ

震災前
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H30 R1 R2
実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 目標値 到達状況 実績 実績 実績

ND 26 77 28 41 40 23 37 25 ◎ 33 35 40

H29（目標年度）

人数

（単位：人）

区分
復旧期 再生期 発展期
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